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◆総 論

第１章 プランの概要

１ プラン策定の趣旨

（１） ひとり親家庭の全国の現状

平成 27 年の国勢調査による全国のひとり親世帯数は、母子世帯（他の世帯員がいな

い世帯）が754,724世帯で、前回平成22年調査時の755,972世帯と比べて 0.17％

の減となっています。

母子世帯になった理由は離婚が79.5％（前回80.8％）、死別が 8.0％（前回 7.5％）、

未婚の母が8.7％（前回 7.8％）となっており、未婚の母の割合が増えています。また、

父子世帯については 84,003 世帯で、平成 22 年の 88,689 世帯と比べて減少してい

ます。

平成29年の福祉行政報告例（厚生労働省）による児童扶養手当の受給者数は、97.3

万人で、前回調査の平成23年より9.7万人の減少となっています。

また、平成 28 年度全国ひとり親世帯等調査（厚生労働省）によるひとり親世帯の経

済的状況を見ると、母子世帯の１世帯当たりの平均収入は243万円で、前回調査の223

万円から若干改善していますが、全世帯の平均所得金額 545.4 万円（平成 28 年の国

民生活基礎調査）に比べて低い水準であり、依然厳しい状況が続いています。

就業状況では、母子世帯の母の81.8％が就業していますが、就業している者のうち、

正規の職員・従業員が44.2％、パート・アルバイト等が43.8％となっています。

「相対的貧困率」（平成28年の国民生活基礎調査）については、国民全体で15.7%、

ひとり親家庭では、50.8%となっています。

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の集計では、日本の「相対的貧困率」は加盟 34 か国

中 10 番目に高く、ひとり親家庭については、ＯＥＣＤ加盟国中最も高く、ひとり親家

庭が特に経済的に困窮している実態となっています。

（２） 国の対応

国のひとり親家庭等への対策については「母子及び寡婦福祉法」に基づき、平成 20

年４月、「母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針」が

策定され、母子家庭等に対する子育て・生活支援策、就業支援策等を柱とした総合的な

母子家庭の自立支援策を推進してきたところです。

また、平成25年３月、「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措

置法」が施行され、子育てと就業の両立が困難な状況に置かれている父子家庭の父の就

業に関する支援の充実が位置付けられています。

同年８月に社会保障審議会児童部会の専門委員会がまとめた「ひとり親家庭への支援

施策の在り方」についての中間まとめでは、子どもへの影響の観点からもできる限り就

業自立を目指すべきとしながらも、直ちに自立が困難な家庭もあることから、状態に応

じた自立支援が必要であり、福祉、保健、教育、法務など多岐にわたった関係機関との

連携が不可欠とし、相談窓口の整備やニーズを踏まえたメニューの充実などを施策の方
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向性として示しました。

さらに、平成27年 4月に中間まとめで示された課題や平成26年度の母子及び父子

並びに寡婦福祉法等の改正を踏まえ、「母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための

措置に関する基本的な方針」を見直し、相談支援体制の整備、学習支援の推進、親の学

び直しの支援、在宅就業の推進、養育費の確保及び面会交流の支援の強化、広報啓発の

実施等に関する事項を追加し、生活の安定と向上のための施策を総合的かつ計画的に展

開するとしています。

（３） 千葉県の対応

千葉県においても「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に基づく都道府県母子家庭等自

立促進計画である「千葉県ひとり親家庭等ふれあいサポートプラン」を策定し、現在、

第３期計画に位置付けた子育て・生活支援、就業支援、養育費確保支援、経済的支援、

支援体制の充実などの施策を進めています。

このプランの計画期間は令和元年度までとなっていることから、これまでの取組の成

果を踏まえ、令和元年度に新たな計画を策定することとしています。

（４） 野田市の対応

野田市においては、厳しい生活環境に置かれているひとり親家庭を支援するために、

就労支援、居住支援、育児支援など幅広い分野にわたる総合対策として、平成14年11

月に「野田市ひとり親家庭支援総合対策プラン」を他の自治体に先んじて策定し、自立

に向けた支援策を総合的・計画的に推進してきました。

平成 18 年３月改訂の第２期プラン（改訂版）では、更に自立支援に重点を置いた施

策を配し、「養育費確保のための支援策の推進」を加えた７つの基本目標を設定し、各種

施策に取り組んでいます。

平成22年３月改訂の第３期プラン（第２次改訂版）では、「情報提供、相談機能、支

援体制の充実」、「就業支援の拡充」、「子育て支援の充実」、「居住支援の充実」、「養育費

確保のための支援策の推進」、「経済的支援の推進」の６つの基本目標を設定し、各種施

策に取り組んでいます。

また、野田市は、平成 15 年度から独自の「野田市父子家庭等支援手当（平成 22 年

度に父子家庭が児童扶養手当の支給対象となり、「養育者支援手当」に改編しました。）」

を創設するなど、以前より先進的な施策に取り組んでいます。

平成 27 年３月改訂の第４期プラン（第３次改訂版）では、ひとり親家庭とその子ど

もの将来の自立に向けて支援するとともに、新たに親の学び直しと子どもの進学支援と

して、平成29年度から「高等学校卒業程度認定試験合格支援事業」を実施しています。

また、養育費の確保への支援として、平成 30 年度から「弁護士による個別法律相談

会」の回数を年3回に増やし、野田市母子寡婦福祉会の事業として毎月1回実施する「無

料法律相談」との連携による相談体制の強化を図りました。この他にも「ひとり親家庭

等日常生活支援事業」や「情報交換事業」を実施し、育児や家事等生活面での支援に取

り組むとともに、母子・父子自立支援員と無料職業紹介所等との連携によるひとり親家

庭向け求人情報の提供を基に、個々のひとり親家庭の職業適性に応じた就業支援など、

自立に向けた実効的な施策を積極的に推進しているところです。
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２ プランの位置付け

本プランは、「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に基づく「母子家庭等及び寡婦の生活

の安定と向上のための措置に関する基本的な方針」を指針とする「野田市母子家庭及び

父子家庭並びに寡婦自立促進計画」の第４次改訂版として策定し、「野田市エンゼルプラ

ン（第５期計画）」に位置付ける重点施策「ひとり親家庭の自立支援の推進」を図るため

の具体的な計画とします。

野田市エンゼルプラン（第５期計画）

（野田市子ども・子育て支援事業計画（第２期計画））

施策体系及び重点施策に「ひとり親家庭の自立支援の推進」を位置付ける。

※個別計画として別立てする。

野田市ひとり親家庭支援総合対策プラン（第４次改訂版）

３ プランの計画期間と推進体制

本プランの計画期間は令和２年度から令和６年度までの５年間とし、上位計画である

「野田市エンゼルプラン」の計画期間に合わせて見直しを行うこととします。

また、プランの推進に当たっては、福祉や雇用の関係機関及び関係団体と連携を図り

ながら施策に取り組み、進捗状況については野田市児童福祉審議会に適宜報告します。

【策定経過】

プランの名称 計画期間

野田市ひとり親家庭支援総合対策プラン
平成14年11月から

平成18年3月まで

野田市ひとり親家庭支援総合対策プラン改訂版

（野田市母子家庭及び寡婦自立促進計画）

平成18年4月から

平成23年3月まで

野田市ひとり親家庭支援総合対策プラン第２次改訂版

（野田市母子家庭及び寡婦自立促進計画）

平成23年4月から

平成27年3月まで

野田市ひとり親家庭支援総合対策プラン第３次改訂版

（野田市母子家庭及び父子家庭並びに寡婦自立促進計画）

平成27年4月から

令和 2年 3月まで

野田市ひとり親家庭支援総合対策プラン第４次改訂版

（野田市母子家庭及び父子家庭並びに寡婦自立促進計画）

令和 2 年 4 月から

令和 7 年 3 月まで
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４ 用語の定義

この計画における用語は、次のように定義します。

用 語 定 義

母 子 家 庭 配偶者のいない（離婚、死別、未婚又は配偶者が生死不明、遺

棄、精神又は身体の障害、拘禁などで長期にわたって労働能力

を失っている）女子で現に 20 歳未満の児童を扶養している家

庭

父 子 家 庭 配偶者のいない（離別、死別、未婚又は配偶者が生死不明、遺

棄、精神又は身体の障害、拘禁などで長期にわたって労働能力

を失っている）男子で現に 20 歳未満の児童を扶養している家

庭

寡 婦 配偶者のない女子であって、かつて母子家庭の母として 20 歳

未満の児童を扶養していたことのあるもの

ひとり親家庭 母子家庭及び父子家庭

ひとり親家庭等 母子家庭、父子家庭及び寡婦
※ 児童扶養手当は児童扶養手当法の規定により18歳の年度末までの児童を対象としていますが、本計画にお

いては、母子及び父子並びに寡婦福祉法の規定により、20歳未満の児童を扶養する世帯を対象とします。
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第２章 ひとり親家庭等の現状

１ 離婚件数等の推移

野田市の離婚件数は、平成 25 年から平成 29 年までの５年間の推移を見ると平成

27年からやや減少している傾向が見られます。

また、人口 1,000 人当たりの離婚率も同様に推移しており、平成 28 年は千葉県

及び全国と近い数値になっています。

【離婚件数及び人口 1,000 人当たり離婚率の推移と比較】（人口動態調査）

区分/年 25年 26年 27年 28年 29年

離婚件数 281 件 296 件 307 件 269 件 284 件

離婚率（野田市） 1.82 1.92 2.02 1.76 1.87

離婚率（千葉県） 1.85 1.74 1.78 1.73 1.69

離婚率（全国） 1.84 1.77 1.81 1.73 1.70

※平成 30 年の離婚件数

287 件
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２ ひとり親家庭の世帯数等の推移

平成30年 4月現在、市内に居住する母子家庭数は 1,500 世帯、父子家庭数は157

世帯となっており、母子家庭については、この５年間の推移ではほぼ横ばいですが、

児童扶養手当の受給者は28年度以降減少傾向にあります。

一方、父子家庭数は、５年前との比較では約１割が減少し、児童扶養手当について

も、約２割の減少が見られます。

母子家庭数及び児童扶養手当受給者数の推移（各年４月１日現在 単位：人)
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３ ひとり親家庭等の状況

「ひとり親家庭等の支援に関する意識調査」の結果から

平成 30 年度に実施した意識調査の結果と前回（平成 25 年度）実施の意識調査の

結果について、「住宅」「養育費」「就労状況」「収入」などについての状況を比較した

ところ、今回の意識調査の結果では、特に母子家庭の母について、就労している割合

は高くなっているものの収入が相変わらず低く（年収 200 万円以下の割合が最も多

い）、収入アップのため転職の希望が大きいこと、そのため資格の取得を希望してい

ることなどが高い意向として現れています。

意識調査の実施概要

項目 実施時期 調査対象 回答数及び回答率

今回 平成 30年 8月

母子家庭 1,366 人

父子家庭 136人

寡婦 108人

母子家庭 902人（66.0%）

父子家庭 71人（52.2%）

寡婦 68人（63.0%）

前回 平成 25 年８月

母子家庭 1,476 人

父子家庭 171人

寡婦 196人

母子家庭 921人（62.4%）

父子家庭 87人（50.9%）

寡婦 175人（89.3%）
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（１） 母子及び父子家庭の状況

<１> 世帯の状況

① ひとり親家庭の年齢

前回調査時との比較では、母子家庭の母、父子家庭の父ともに 30 歳代の割合が

減り、40歳代の割合が増え、母子家庭の母の年齢は40歳代が47.1％（前回調査

41.5％）、父子家庭の父の年齢は40歳代が 49.3％（前回調査44.8％）となって

います。

0.3 

2.2 

7.4 

16.8 

26.3 

28.9 

12.6 

4.2 

0.9 

0.4 

0.3 

2.3 

5.0 

15.9 

22.0 

30.2 

16.9 

6.4 

0.4 

0.7 

0 5 10 15 20 25 30 35

２０歳未満

２０歳～２４歳

２５歳～２９歳

３０歳～３４歳

３５歳～３９歳

４０歳～４４歳

４５歳～４９歳

５０歳～５４歳

５５歳以上

無回答

母子家庭の母の年齢 (単位：％)

２５年度 ３０年度

0.0 

0.0 

3.4 

18.4 

23.0 

19.5 

25.3 

8.0 

2.3 

0.0 

0.0 

0.0 

1.4 

5.6 

22.5 

23.9 

25.4 

11.3 

9.9 

0.0 

0 5 10 15 20 25 30 35

２０歳未満

２０歳～２４歳

２５歳～２９歳

３０歳～３４歳

３５歳～３９歳

４０歳～４４歳

４５歳～４９歳

５０歳～５４歳

５５歳以上

無回答

父子家庭の父の年齢 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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② 家族構成

母子家庭、父子家庭とも、親本人と「子どものみ」で暮らしている世帯が最も多

く、核家族化しています。母子家庭は、母親本人と「子どものみ」で暮らしている

世帯が 71.8％（前回調査 71.2％）、父子家庭は、父親本人と「子どものみ」で暮

らしている世帯が60.6％（前回調査69.0％）となっています。

71.2 

23.6 

6.4 

6.3 

1.0 

0.4 

71.8 

23.7 

5.8 

7.6 

1.8 

0.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

子どものみ

父母

祖父母

兄弟姉妹

その他

無回答

現在同居している家族 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

69.0 

34.5 

8.0 

6.9 

4.6 

1.1 

60.6 

33.8 

5.6 

8.5 

4.2 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

子どものみ

父母

祖父母

兄弟姉妹

その他

無回答

現在同居している家族 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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③ 子どもの状況

子の就学等の状況について、母子家庭は「小学校」が 55.8％、父子家庭は「小

学校」が 52.1％となっており、前回調査時との比較では、中学生（前回調査：母

子家庭 31.9％、父子家庭31.0％）及び高校生（前回調査：母子家庭 31.9％、父

子家庭 35.6％）の割合が増えています。

24.2 

55.8 

33.7 

37.5 

1.1 

0.1 

2.4 

3.5 

9.3 

3.7 

0.2 

0 10 20 30 40 50 60

小学校入学前

小学校

中学校

高校

高等専門学校

短大

大学

専修学校・各種学校

就労

その他

無回答

子どもの状況 母子家庭 (単位：％)

３０年度

7.0 

52.1 

49.3 

43.7 

2.8 

0.0 

2.8 

0.0 

4.2 

9.9 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60

小学校入学前

小学校

中学校

高校

高等専門学校

短大

大学

専修学校・各種学校

就労

その他

無回答

子どもの状況 父子家庭 (単位：％)

３０年度
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<２> 住居の状況

① 住居の状況

住居の状況について、母子家庭は「民間の賃貸住宅」が39.5％（前回調査34.6％）、

「親などの家に同居」が27.6％（前回調査32.6％）、父子家庭は「持ち家」が 52.1％

（前回調査 55.2％）、「親などの家に同居」が 25.4％（前回調査 18.4％）となっ

ており、前回調査時との比較では、「民間の賃貸住宅」の割合が増えています。

17.0 

32.6 

10.6 

0.1 

0.1 

34.6 

2.7 

2.2 

20.1 

27.6 

7.2 

0.0 

0.3 

39.5 

3.3 

2.0 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

持ち家

親などの家に同居

県営、市営住宅

公団公社の住宅

社宅、寮

民間の賃貸住宅

その他

無回答

住居の状況 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

55.2 

18.4 

5.7 

0.0 

1.1 

18.4 

1.1 

0.0 

52.1 

25.4 

1.4 

0.0 

0.0 

21.1 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60

持ち家

親などの家に同居

県営、市営住宅

公団公社の住宅

社宅、寮

民間の賃貸住宅

その他

無回答

住居の状況 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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② 民間の賃貸住宅入居時の苦労

民間の賃貸住宅入居時の苦労について、母子家庭は「賃貸住宅の契約や家賃費用

の工面」が 24.7％（前回調査 32.3％）、父子家庭は「賃貸住宅の契約や家賃費用

の工面」、「特になかった」がそれぞれ26.7％（前回調査それぞれ25.0％）となっ

ています。

5.0 

5.0 

18.2 

9.7 

15.0 

32.3 

10.7 

0.0 

4.1 

5.3 

2.0 

18.5 

4.8 

14.0 

24.7 

10.4 

0.8 

19.4 

0 5 10 15 20 25 30 35

子どもの学校や保育所等の転入学等

近所付き合いや人間関係（学校、職場等）

条件のあった物件探し

保証人や緊急連絡先の確保

引越しに伴う転居費用等の工面

賃貸住宅の契約や家賃費用の工面

特になかった

その他

無回答

民間の賃貸住宅入居時の苦労 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

12.5 

6.3 

6.3 

0.0 

12.5 

25.0 

25.0 

6.3 

6.3 

0.0 

6.7 

0.0 

6.7 

20.0 

26.7 

26.7 

0.0 

13.3 

0 5 10 15 20 25 30

子どもの学校や保育所等の転入学等

近所付き合いや人間関係（学校、職場等）

条件のあった物件探し

保証人や緊急連絡先の確保

引越しに伴う転居費用等の工面

賃貸住宅の契約や家賃費用の工面

特になかった

その他

無回答

民間の賃貸住宅入居時の苦労 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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<３> ひとり親家庭になった理由など

① ひとり親家庭となってからの期間

母子家庭となってからの年数は、５年未満の世帯が41.8％（前回調査42.6％）

と約４割、「５年以上１０年未満」が30.8％（前回調査 34.6％）。父子家庭となっ

てからの年数は、「５年以上１０年未満」が47.9％（前回調査34.5％）、５年未満

の世帯が29.6％（前回調査36.7％）となっています。

7.4 

19.7 

15.5 

34.6 

20.1 

2.7 

6.9 

17.5 

17.4 

30.8 

25.5 

1.9 

0 10 20 30 40

１年未満

１年以上３年未満

３年以上５年未満

５年以上１０年未満

１０年以上

無回答

母子家庭になってからの期間 (単位：％)

２５年度 ３０年度

3.4 

17.2 

16.1 

34.5 

20.7 

8.0 

2.8 

8.5 

18.3 

47.9 

16.9 

5.6 

0 10 20 30 40 50 60

１年未満

１年以上３年未満

３年以上５年未満

５年以上１０年未満

１０年以上

無回答

父子家庭になってからの期間 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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② ひとり親家庭になった理由

母子家庭は「離婚」が圧倒的に多く82.1％（前回調査83.6％）、父子家庭も「離

婚」が 67.6％（前回調査 79.3％）となっています。また、未婚の母についても

9.9％と前回調査の8.6％より増えています。

4.5 

21.5 

12.7 

49.4 

8.6 

0.8 

2.6 

1.8 

18.8 

8.9 

54.4 

9.9 

1.1 

5.1 

0 10 20 30 40 50 60 70

死別

借金など経済的理由による離婚

暴力による離婚

その他の理由による離婚

未婚の母

行方不明、遺棄

無回答

母子家庭になった理由 (単位：％)

２５年度 ３０年度

11.5 

3.4 

0.0 

75.9 

0.0 

1.1 

8.0 

16.9 

2.8 

0.0 

64.8 

1.4 

5.6 

8.5 

0 20 40 60 80

死別

借金など経済的理由による離婚

暴力による離婚

その他の理由による離婚

未婚の父

行方不明、遺棄

無回答

父子家庭になった理由 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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③ 養育費の取り決め状況

養育費の取り決め状況について、母子家庭は「取り決めをしている」が41.8％、

父子家庭は「取り決めをしている」が16.9％となっています。

取り決めをし
ている
41.8%

取り決めをし
ていない
54.4%

無回答

3.8%

養育費の取り決め状況 母子家庭

取り決めをし
ている
16.9%

取り決めをし

ていない
69.5%

無回答

13.6%

養育費の取り決め状況 父子家庭
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④ 養育費の取り決めをしていない理由

養育費の取り決めをしていない理由について、母子家庭は「相手と関わりたくな

いから」が 27.2％で最も多く、父子家庭は「相手に支払う能力がないと思ったか

ら」が34.1％で最も多くなっています。

2.7 

2.9 

20.5 

19.1 

0.0 

0.2 

6.0 

1.0 

4.6 

27.2 

7.9 

7.9 

0 5 10 15 20 25 30

自分の収入等で経済的に問題ないから

取り決めの交渉がわずらわしいから

相手に支払う意思がないと思ったから

相手に支払う能力がないと思ったから

相手に養育費を請求できることを知らなかったから

子どもを引き取った方が、養育費を負担するものと

思っていたから

取り決めの交渉をしたが、まとまらなかったから

現在交渉中又は今後交渉予定であるから

相手から身体的・精神的暴力を受けたから

相手と関わりたくないから

その他

無回答

養育費の取り決めをしていない理由 母子家庭 （単位：％）

３０年度

7.3 

9.8 

12.2 

34.1 

0.0 

7.3 

0.0 

0.0 

0.0 

17.1 

7.3 

4.9 

0 10 20 30 40 50

自分の収入等で経済的に問題ないから

取り決めの交渉がわずらわしいから

相手に支払う意思がないと思ったから

相手に支払う能力がないと思ったから

相手に養育費を請求できることを知らなかったから

子どもを引き取った方が、養育費を負担するものと

思っていたから

取り決めの交渉をしたが、まとまらなかったから

現在交渉中又は今後交渉予定であるから

相手から身体的・精神的暴力を受けたから

相手と関わりたくないから

その他

無回答

養育費の取り決めをしていない理由 父子家庭 (単位：％)

３０年度
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⑤ 養育費の受給状況

母子家庭は「現在も受けている」が25.2％となっており、「受けたことがない」

が55.8％、父子家庭は「現在も受けている」が1.7％、「受けたことがない」が78.0％

となっており、受けていない割合が相変わらず高い状況となっています。

25.2 

11.1 

55.8 

8.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

現在も受けている

受けたことがあるが現在は受けていない

受けたことがない

無回答

養育費の受給状況 母子家庭 （単位：％）

３０年度

1.7 

3.4 

78.0 

16.9 

0 20 40 60 80 100

現在も受けている

受けたことがあるが現在は受けていない

受けたことがない

無回答

養育費の受給状況 父子家庭 （単位：％）

３０年度
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⑥ 面会交流の取り決め状況

面会交流の取り決め状況について、母子家庭は「取り決めをしている」が24.7％

（前回調査 15.8％）、父子家庭は「取り決めをしている」が 27.1％（前回調査

19.5％）となっています。

取り決めをして
いる

24.7%

取り決めをして

いない
70.7%

無回答
4.6%

面会交流の取り決め状況 母子家庭

取り決めをして
いる
27.1%

取り決めをして
いない
57.6%

無回答
15.3%

面会交流の取り決め状況 父子家庭
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⑦ 面会交流の取り決めをしていない理由

面会交流の取り決めをしていない理由について、母子家庭は「相手と関わりたく

ないから」が 27.0％で最も多く、父子家庭は「取決めをしなくても交流できるか

ら」が23.5％で最も多くなっています。

2.4 

2.9 

27.0 

14.7 

15.8 

0.5 

7.3 

7.8 

2.9 

0.6 

2.2 

0.6 

8.9 

6.2 

0 5 10 15 20 25 30

取り決めの交渉がわずらわしいから

相手から身体的・精神的暴力や児童虐待があったから

相手と関わり合いたくないから

相手が面会交流を希望しないから

取決めをしなくても交流できるから

子どもの連れ去りや虐待の可能性があるから

子どもが会いたがらないから

相手が養育費を支払わない又は支払えないから

面会交流をすることが子どものためにならないと思うから

親族が反対しているから

取り決めの交渉をしたが、まとまらなかったから

現在交渉中又は今後交渉予定であるから

その他

無回答

面会交流の取り決めをしていない理由 母子家庭 （単位：％）

３０年度

17.6 

0.0 

20.6 

11.8 

23.5 

2.9 

8.8 

0.0 

5.9 

0.0 

0.0 

0.0 

5.9 

2.9 

0 5 10 15 20 25 30

取り決めの交渉がわずらわしいから

相手から身体的・精神的暴力や児童虐待があったから

相手と関わり合いたくないから

相手が面会交流を希望しないから

取決めをしなくても交流できるから

子どもの連れ去りや虐待の可能性があるから

子どもが会いたがらないから

相手が養育費を支払わない又は支払えないから

面会交流をすることが子どものためにならないと思うから

親族が反対しているから

取り決めの交渉をしたが、まとまらなかったから

現在交渉中又は今後交渉予定であるから

その他

無回答

面会交流の取り決めをしていない理由 父子家庭 (単位：％)

３０年度
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⑧ 面会交流の実施状況

母子家庭は「現在、面会交流を行っている」が 21.9％（前回調査 21.1％）で、

父子家庭は「現在、面会交流を行っている」が28.8％（前回調査28.6％）となっ

ています。なお、「面会交流を行ったことがない」のは母子家庭が48.2％（前回調

査36.3％）、父子家庭が35.6％（前回調査33.8％）となっており、行っていない

割合が相変わらず高い状況となっています。

21.1 

16.0 

36.3 

26.6 

21.9 

14.4 

48.2 

15.5 

0 10 20 30 40 50 60

現在、面会交流を行っている

過去に面会交流を行ったことが

あるが、現在は行っていない

面会交流を行ったことがない

無回答

面会交流の実施状況 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

28.6 

13.0 

33.8 

24.7 

28.8 

15.3 

35.6 

20.3 

0 10 20 30 40 50 60

現在、面会交流を行っている

過去に面会交流を行ったことが

あるが、現在は行っていない

面会交流を行ったことがない

無回答

面会交流の実施状況 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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⑨ ひとり親家庭になった直後の悩み

母子家庭は「子どもの養育、教育」が 48.4％（前回調査 56.8％）、父子家庭は

「子どもの養育、教育」が56.3％（前回調査52.9％）となっています。

56.8 

37.7 

25.4 

24.3 

16.5 

4.0 

4.8 

13.6 

5.5 

3.3 

3.1 

48.4 

28.6 

23.6 

15.4 

11.6 

2.9 

2.3 

9.3 

7.6 

2.4 

10.1 

0 10 20 30 40 50 60 70

子どもの養育、教育

自分の就職

収入が減ったこと

収入がなくなったこと

住まいのこと

身近な相談相手がいなかったこと

家事のこと

自分や家族の健康

特になかった

その他

無回答

母子家庭になった直後の母の悩み (単位：％)

２５年度 ３０年度

52.9 

19.5 

20.7 

4.6 

6.9 

9.2 

33.3 

12.6 

10.3 

2.3 

8.0 

56.3 

14.1 

22.5 

0.0 

2.8 

2.8 

29.6 

12.7 

12.7 

1.4 

7.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

子どもの養育、教育

自分の就職

収入が減ったこと

収入がなくなったこと

住まいのこと

身近な相談相手がいなかったこと

家事のこと

自分や家族の健康

特になかった

その他

無回答

父子家庭になった直後の父の悩み (単位：％)

２５年度 ３０年度
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⑩ 現在の悩み

母子家庭は「子どもの養育、教育」が 46.8％（前回調査 52.4％）、父子家庭は

「子どもの養育、教育」が 46.5％（前回調査 49.4％）となっており、母子家庭、

父子家庭ともに「子どもの養育、教育」の割合が高くなっています。

52.4 

26.0 

53.3 

13.0 

2.9 

3.6 

16.9 

2.3 

17.7 

5.5 

4.7 

1.5 

3.4 

46.8 

14.5 

40.6 

8.8 

1.1 

1.1 

13.0 

1.6 

13.3 

3.2 

8.6 

1.3 

9.1 

0 10 20 30 40 50 60

子どもの養育、教育

仕事のこと

生活費のこと

住まいのこと

相談相手がいないこと

家事のこと

自分や家族の健康、介護

人間関係のこと

老後のこと

ひとり親家庭に対する差別や偏見

特になし

その他

無回答

母子家庭の母の現在の悩み (単位：％)

２５年度 ３０年度

49.4 

27.6 

28.7 

5.7 

5.7 

12.6 

10.3 

4.6 

12.6 

10.3 

5.7 

2.3 

8.0 

46.5 
16.9 

35.2 

0.0 

2.8 

15.5 

9.9 

4.2 

8.5 

2.8 

15.5 

1.4 

4.2 

0 10 20 30 40 50 60

子どもの養育、教育

仕事のこと

生活費のこと

住まいのこと

相談相手がいないこと

家事のこと

自分や家族の健康、介護

人間関係のこと

老後のこと

ひとり親家庭に対する差別や偏見

特になし

その他

無回答

父子家庭の父の現在の悩み (単位：％)

２５年度 ３０年度
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<４> 就労状況について

① ひとり親家庭になる前となった直後の就労

母子家庭になる前は「働いていた」が 68.3％（前回調査 65.1％）、母子家庭に

なった直後は「新たに見つけて仕事を始めた」が 56.9％（前回調査 58.1％）、父

子家庭になる前は「働いていた」が 94.4％（前回調査 92.0％）、父子家庭になっ

た直後は「引き続き同じ仕事をしていた」が 70.4％（前回調査57.5％）となって

います。

働いていた

68.3%

働いていない

29.3%

無回答

2.4%

母子家庭になる前の母の就労状況

働いていた

94.4%

働いていない

2.8%

無回答

2.8%

父子家庭になる前の父の就労状況

28.8 

58.1 

4.5 

5.5 

3.1 

33.3 

56.9 

3.1 

3.8 

3.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

引き続き同じ仕事をしていた

新たに見つけて仕事を始めた

仕事をしていた又は始めたが、現在はしていない

仕事はしていない

無回答

母子家庭になった直後の母の就労状況 (単位：％)

２５年度 ３０年度

57.5 

31.0 

4.6 

1.1 

5.7 

70.4 

26.8 

0.0 

0.0 

2.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

引き続き同じ仕事をしていた

新たに見つけて仕事を始めた

仕事をしていた又は始めたが、現在はしていない

仕事はしていない

無回答

父子家庭になった直後の父の就労状況 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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② 就業形態と職種

母子家庭は、現在働いている方が89.7％、父子家庭は現在働いている方が92.9％

となっています。

就業形態について、母子家庭は「パート・アルバイト等」が45.7％、「正規の職

員・従業員」が36.7％、父子家庭は「正規の職員・従業員」が60.6％となってお

り、母子家庭では正規の職員・従業員の割合は依然低い状況です。また、職種につ

いては、母子家庭は「専門知識、技術を生かした仕事」が23.4％（前回調査25.4％）、

父子家庭は「運輸、通信の仕事」が24.2％（前回調査 18.2％）となっています。

36.7 

3.7 

45.7 

0.2 

1.8 

0.2 

1.4 

6.3 

4.0 

0 10 20 30 40 50

正規の職員・従業員

労働者派遣事業所の派遣社員

パート・アルバイト等

会社などの役員

自営業

家族従業者

その他

不就業

無回答

現在の就業形態 母子家庭 (単位：％)

３０年度

60.6 

5.6 

7.0 

1.4 

15.5 

2.8 

0.0 

1.4 

5.6 

0 10 20 30 40 50 60 70

正規の職員・従業員

労働者派遣事業所の派遣社員

パート・アルバイト等

会社などの役員

自営業

家族従業者

その他

不就業

無回答

現在の就業形態 父子家庭 (単位：％)

３０年度
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25.4 

0.8 

22.3 

6.4 

18.9 

0.0 

1.8 

9.2 

12.7 

2.6 

23.4 

1.1 

21.8 

5.8 

17.8 

0.0 

4.1 

9.6 

11.2 

5.2 

0 5 10 15 20 25 30

専門知識、技術を生かした仕事

管理的な仕事

事務的な仕事

営業、販売の仕事

サービスの仕事

農林漁業の仕事

運輸、通信の仕事

製造、技能、労務の仕事

その他

無回答

職種 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

23.4 

2.6 

1.3 

9.1 

16.9 

0.0 

18.2 

22.1 

3.9 

2.6 

15.2 

3.0 

4.5 

9.1 

6.1 

3.0 

24.2 

22.7 

9.1 

3.0 

0 5 10 15 20 25 30

専門知識、技術を生かした仕事

管理的な仕事

事務的な仕事

営業、販売の仕事

サービスの仕事

農林漁業の仕事

運輸、通信の仕事

製造、技能、労務の仕事

その他

無回答

職種 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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③ 仕事と子育てに関する悩み

母子家庭、父子家庭とも「仕事と子育てで、肉体的、精神的に疲れている」の割

合が高く、母子家庭で54.4％（前回調査58.7％）、父子家庭で 47.0％（前回調査

50.6％）となっています。

58.7 

16.9 

22.5 

33.0 

4.5 

1.3 

13.4 

7.3 

3.7 

54.4 

14.8 

15.7 

24.5 

2.2 

0.4 

18.7 

7.9 

4.9 

0 20 40 60 80

仕事と子育てで、肉体的、精神的に疲れている

残業などで帰宅が遅く、家で待っている子どもが心配

休みが少なく、子どもとの会話やだんらんが少なくなった

子どもの急な病気などでも、仕事をあまり休むことができない

託児の費用が高いため働いても生活が苦しい

託児の費用が高いため子どもを預けることができない

特に悩みはない

その他

無回答

仕事と子育てに関する悩み 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

50.6 

20.8 

27.3 

29.9 

5.2 

1.3 

9.1 

9.1 

9.1 

47.0 

21.2 

13.6 

24.2 

3.0 

4.5 

22.7 

6.1 

7.6 

0 10 20 30 40 50 60

仕事と子育てで、肉体的、精神的に疲れている

残業などで帰宅が遅く、家で待っている子どもが心配

休みが少なく、子どもとの会話やだんらんが少なくなった

子どもの急な病気などでも、仕事をあまり休むことができない

託児の費用が高いため働いても生活が苦しい

託児の費用が高いため子どもを預けることができない

特に悩みはない

その他

無回答

仕事と子育てに関する悩み 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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④ 仕事と生活に関する悩み

母子家庭は「収入をもっと上げたいが、どのようにしたらいいのかわからない」

が 28.7％（前回調査 30.9％）、父子家庭は「収入をもっと上げたいが、どのよう

にしたらいいのかわからない」（前回調査29.9％）、「休日は体を休めることがほと

んどで、自由に使える時間がない」（前回調査 41.6％）がそれぞれ 36.4％となっ

ています。

8.2 

30.9 

34.7 

25.2 

27.4 

11.5 

7.4 

2.9 

6.9 

28.7 

24.8 

23.2 

26.7 

16.8 

6.6 

4.8 

0 10 20 30 40

仕事上の悩みなどを聞いてくれるところがない

収入をもっと上げたいが、どのようにしたらいいのかわから
ない

収入をもっと上げるため、就職や転職をしたいが技能、資格
がない

収入をもっと上げたいが、自己の健康に不安がある

休日は体を休めることがほとんどで、自由に使える時間がな
い

特に悩みはない

その他

無回答

仕事と生活に関する悩み 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

15.6 

29.9 

23.4 

11.7 

41.6 

16.9 

6.5 

10.4 

15.2 

36.4 

9.1 

16.7 

36.4 

18.2 

6.1 

4.5 

0 10 20 30 40 50

仕事上の悩みなどを聞いてくれるところがない

収入をもっと上げたいが、どのようにしたらいいのかわから
ない

収入をもっと上げるため、就職や転職をしたいが技能、資格
がない

収入をもっと上げたいが、自己の健康に不安がある

休日は体を休めることがほとんどで、自由に使える時間がな
い

特に悩みはない

その他

無回答

仕事と生活に関する悩み 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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⑤ 転職の希望の有無

母子家庭は「現在の仕事を続けたい」が 56.5％（前回調査 54.5％）、一方、仕

事を変えたい理由は「収入がよくない」が 43.6％（前回調査 42.2％）、父子家庭

は「現在の仕事を続けたい」が 62.1％（前回調査 66.2％）、一方、仕事を変えた

い理由は「収入がよくない」が 39.1％（前回調査57.7％）となっています。

現在の仕事
を続けたい

56.5%

仕事を変え

たい
36.6%

無回答
6.9%

転職の希望の有無 母子家庭

現在の仕事
を続けたい
62.1%

仕事を変え

たい
34.8%

無回答

3.0%

転職の希望の有無 父子家庭
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42.2 

7.8 

4.6 

2.3 

3.2 

8.1 

9.8 

4.3 

6.4 

2.6 

0.3 

8.4 

0.0 

43.6 

8.1 

3.4 

2.7 

3.4 

2.4 

4.4 

1.7 

2.4 

3.0 

0.0 

5.7 

19.3 

0 10 20 30 40 50

収入がよくない

勤務先が自宅から遠い

健康がすぐれない

仕事の内容があわない

職場環境になじめない

労働時間があわない

社会保険がない又は不十分

休日が少ない

身分が安定していない

経験や能力が発揮できない

降格

その他

無回答

仕事を変えたい理由 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

57.7 

3.8 

3.8 

7.7 

0.0 

7.7 

3.8 

11.5 

3.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

39.1 

0.0 

8.7 

8.7 

4.3 

0.0 

4.3 

0.0 

0.0 

13.0 

0.0 

4.3 

17.4 

0 10 20 30 40 50 60 70

収入がよくない

勤務先が自宅から遠い

健康がすぐれない

仕事の内容があわない

職場環境になじめない

労働時間があわない

社会保険がない又は不十分

休日が少ない

身分が安定していない

経験や能力が発揮できない

降格

その他

無回答

仕事を変えたい理由 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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⑥ 希望する就業形態

希望する就業形態について、母子家庭は「正社員」が 81.4％（前回調査 80.9％）、

父子家庭は「正社員」が 73.9％（前回調査 80.8％）となっています。

80.9 

13.0 

1.4 

0.9 

0.3 

2.0 

0.3 

1.2 

81.4 

10.5 

1.4 

1.0 

0.0 

2.7 

0.7 

2.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

正社員

パート、アルバイト

派遣社員

自営業

家族従事者

在宅での仕事

その他

無回答

希望する就業形態 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

80.8 

3.8 

0.0 

3.8 

0.0 

0.0 

3.8 

7.7 

73.9 

4.3 

0.0 

17.4 

0.0 

0.0 

4.3 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

正社員

パート、アルバイト

派遣社員

自営業

家族従事者

在宅での仕事

その他

無回答

希望する就業形態 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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<５> 仕事に必要な技能、資格及び希望する支援施策

① 就職や転職のための資格取得

資格取得について、母子家庭は「取りたいと思う」が 33.5％（前回調査 35.0％）、

父子家庭は「取りたいと思う」が42.3％（前回調査42.5％）となっています。

35.0 

34.9 

16.3 

5.1 

3.0 

5.8 

33.5 

33.0 

19.1 

6.9 

2.2 

5.3 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

取りたいと思う

取りたいと思うが問題がある

取りたいと思わない

関心がない

その他

無回答

資格取得の希望の有無 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

42.5 

19.5 

16.1 

10.3 

2.3 

9.2 

42.3 

8.5 

28.2 

12.7 

1.4 

7.0 

0 10 20 30 40 50

取りたいと思う

取りたいと思うが問題がある

取りたいと思わない

関心がない

その他

無回答

資格取得の希望の有無 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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② 取得希望の国家資格

母子家庭は「特にない」が32.7％（前回調査30.9％）、取りたい資格は「看護

師、保健師」が 14.5％（前回調査 14.6％）、「保育士、幼稚園教諭」が 6.8％（前

回調査4.8％）、父子家庭は「特にない」が 33.3％となっています。

14.6 

0.3 

4.8 

7.5 

3.7 

4.8 

4.0 

2.8 

30.9 

16.0 

10.4 

14.5 

0.3 

6.8 

5.2 

2.5 

2.2 

3.3 

0.8 

32.7 

15.7 

16.0 

0 5 10 15 20 25 30 35

看護師、保健師

教員

保育士、幼稚園教諭

栄養士

理容師、美容師

歯科衛生士

理学療法士、作業療法士

臨床検査技師

特にない

その他

無回答

取得希望の国家資格 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

2.8 

2.8 

5.6 

0.0 

5.6 

0.0 

8.3 

0.0 

33.3 

30.6 

11.1 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

看護師・保健師

教員

建築士

保育士・幼稚園教諭

栄養士

理容師・美容師

理学療法士・作業療法士

臨床検査技師

特にない

その他

無回答

取得希望の国家資格 父子家庭 (単位：％)

３０年度
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③ 取得希望の資格・技能

母子家庭は「パソコン」が17.2％（前回調査 25.5％）、父子家庭も「パソコン」

が19.4％（前回調査13.0％）となっています。

11.4 

15.7 

8.7 

25.5 

3.7 

6.1 

3.4 

0.8 

4.0 

8.4 

8.1 

4.2 

7.2 

12.8 

4.3 

17.2 

1.8 

5.7 

2.0 

1.2 

3.8 

14.2 

8.2 

21.7 

0 5 10 15 20 25 30

介護職員初任者研修（ホームヘルパー）

医療事務

簿記、速記等

パソコン

ＣＡＤ

英会話などの語学

大型自動車免許

大型自動車第二種免許

フォークリフト運転技能

特にない

その他

無回答

取得希望の資格・技能 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

5.6 

0.0 

1.9 

13.0 

3.7 

3.7 

22.2 

5.6 

9.3 

3.7 

9.3 

1.9 

14.8 

5.6 

0.0 

2.8 

2.8 

0.0 

19.4 

0.0 

2.8 

11.1 

2.8 

8.3 

8.3 

0.0 

8.3 

13.9 

2.8 

16.7 

0 5 10 15 20 25

介護職員初任者研修（ホームヘルパー）

医療事務

簿記、速記等

パソコン

ＣＡＤ

英会話などの語学

大型自動車免許

大型自動車第二種免許

フォークリフト運転技能

玉掛け技能

移動式クレーン運転士

溶接技能

特にない

その他

無回答

取得希望の資格・技能 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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④ 資格取得が困難な理由

母子家庭は「費用を払う余裕がない」が47.0％（前回調査52.3％）、父子家庭

も「費用を払う余裕がない」が50.0％（前回調査58.8％）となっています。その

他、母子家庭、父子家庭ともに「仕事が休めない」、「育児のために時間が取れない」

と回答した割合が高くなっています。

8.7 

9.7 

52.3 

19.6 

2.5 

5.9 

1.2 

10.1 

8.1 

47.0 

14.8 

1.7 

5.0 

13.4 

0 10 20 30 40 50 60

育児のために時間が取れない

健康や体力に不安がある

費用を払う余裕がない

仕事が休めない

資格取得のための講習会などに
関する情報が得られない

その他

無回答

資格取得が困難な理由 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

11.8 

0.0 

58.8 

17.6 

0.0 

0.0 

11.8 

16.7 

0.0 

50.0 

16.7 

0.0 

16.7 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

育児のために時間が取れない

健康や体力に不安がある

費用を払う余裕がない

仕事が休めない

資格取得のための講習会などに
関する情報が得られない

その他

無回答

資格取得が困難な理由 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

資格取得のために講習会などに関する

情報が得られない
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⑤ 就職のために必要な支援策

母子家庭、父子家庭とも「訓練受講などに経済的援助が受けられること」が最も

必要とされ、母子家庭で44.2％（前回調査 48.6％）、父子家庭で 33.8％（前回調

査32.2％）となっています。その他、「技能講習、職業訓練など機会が得られるこ

と」と回答した割合が高くなっています。

48.6 

17.0 

8.1 

9.3 

2.6 

9.7 

4.3 

6.3 

8.5 

3.9 

15.1 

6.7 

2.8 

16.9 

44.2 

16.1 

5.2 

10.5 

1.8 

7.2 

4.8 

5.0 

7.0 

3.8 

15.5 

7.6 

2.2 

17.4 

0 10 20 30 40 50 60

訓練受講などに経済的援助が受けられること

技能講習、職業訓練など機会が得られること

就労のための支援策などの情報が得られること

コンピューターやインターネットを活用した在宅就業の支援が受けられること

就職のための準備講習が受けられること

職業や生活に関する相談が一箇所で受けられること

保育所や学童保育所に入所できること

保育所や学童保育所の保育時間の延長

休日保育の充実

仕事を探すときに一時的に子どもを預かってもらうこと

子どもが病気のときなどに世話をしてくれる制度

特に求める支援策はない

その他

無回答

就職のために必要な支援策 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

32.2 

18.4 

11.5 

2.3 

2.3 

14.9 

2.3 

3.4 

4.6 

0.0 

11.5 

14.9 

2.3 

21.8 

33.8 

19.7 

4.2 

7.0 

0.0 

14.1 

0.0 

2.8 

5.6 

1.4 

15.5 

18.3 

0.0 

16.9 

0 10 20 30 40

訓練受講などに経済的援助が受けられること

技能講習、職業訓練など機会が得られること

就労のための支援策などの情報が得られること

コンピューターやインターネットを活用した在宅就業の支援が受けられること

就職のための準備講習が受けられること

職業や生活に関する相談が一箇所で受けられること

保育所や学童保育所に入所できること

保育所や学童保育所の保育時間の延長

休日保育の充実

仕事を探すときに一時的に子どもを預かってもらうこと

子どもが病気のときなどに世話をしてくれる制度

特に求める支援策はない

その他

無回答

就職のために必要な支援策 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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<６> 生活について

① 就労による収入

母子家庭の母は「100～150万円未満」が 10.3％（前回調査 11.0％）、父子家

庭の父は「200～250万円未満」が12.7％（前回調査 9.2％）で最も多くなって

おり、母子家庭の母自身の就労収入は「200万円未満」の割合が高く、依然厳しい

状況が続いています。

10.1 

11.0 

9.8 

8.5 

5.1 

3.8 

1.5 

1.3 

0.4 

1.3 

47.2 

9.8 

10.3 

8.9 

8.6 

4.8 

5.5 

1.3 

2.4 

1.3 

1.8 

45.2 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

100万円未満

100～150万円未満

150～200万円未満

200～250万円未満

250～300万円未満

300～350万円未満

350～400万円未満

400～450万円未満

450～500万円未満

500万円以上

無回答

母子家庭の母自身の年間就労収入 (単位：％)

２５年度 ３０年度

3.4 

4.6 

4.6 

9.2 

4.6 

6.9 

10.3 

6.9 

4.6 

6.9 

37.9 

0.0 

5.6 

2.8 

12.7 

7.0 

8.5 

5.6 

8.5 

7.0 

2.8 

39.4 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

100万円未満

100～150万円未満

150～200万円未満

200～250万円未満

250～300万円未満

300～350万円未満

350～400万円未満

400～450万円未満

450～500万円未満

500万円以上

無回答

父子家庭の父自身の年間就労収入 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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② 子どもの最終進学目標

母子家庭、父子家庭とも「大学・大学院」までの進学を目標とする割合が最も高

く、母子家庭で39.8％（前回調査39.3％）、父子家庭で32.4％（前回調査39.1％）

となっています。

0.3 

25.2 

8.4 

3.5 

39.3 

13.5 

2.9 

6.9 

0.3 

22.1 

7.3 

2.2 

39.8 

14.6 

2.4 

11.2 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

中学校

高校

高等専門学校

短大

大学・大学院

専修学校・各種学校

その他

無回答

子どもの最終進学目標 母子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度

0.0 

34.5 

9.2 

2.3 

39.1 

8.0 

1.1 

5.7 

2.8 

23.9 

9.9 

1.4 

32.4 

15.5 

5.6 

8.5 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

中学校

高校

高等専門学校

短大

大学・大学院

専修学校・各種学校

その他

無回答

子どもの最終進学目標 父子家庭 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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③ 制度や施策の認知度及び利用状況

６割以上の人が「知っている」あるいは「役に立った」と回答した制度について、

母子家庭は「児童扶養手当」が 88.9％（前回調査 87.4％）、次いで「ひとり親家

庭等医療費助成制度」が86.6％（前回調査86.5％）、「公共職業安定所（ハローワ

ーク）」が80.2％（前回調査81.2％）、「ひとり親家庭就業支援講座」が71.1％（前

回調査 74.0％）、「野田地域職業訓練センター（さわやかワークのだ）」が 66.0％

（前回調査69.0％）、「ファミリー・サポート・センター事業」が 60.1％（前回調

査57.9％）となっています。

3.8 
55.0 

49.2 

2.0 

3.0 

1.9 

0.9 

0.6 

1.1 

7.6 

0.4 

2.4 

4.1 

2.1 

2.1 

1.3 

3.2 

0.7 

3.7 

0.9 

11.1 

5.9 

4.0 

1.7 
2.7 

1.8 

2.5 

1.0 

41.4 

33.9 

37.4 

33.5 

44.8 

34.1 

30.0 

23.5 

33.4 

63.5 

23.4 

43.5 

56.0 

37.1 

49.0 

45.0 

53.8 

39.4 

28.0 

23.9 

69.1 

60.1 

50.8 

50.1 

49.9 

35.3 

30.9 

36.1 

36.6 

0.0 

2.1 
48.7 

35.9 

47.9 

52.7 

59.0 

49.0 

14.2 

59.5 

38.2 

24.6 

44.3 

33.0 

37.5 

27.3 

43.3 

51.8 

58.4 

4.8 

18.4 

29.7 

32.8 

31.7 

46.6 

50.6 

46.9 

18.3 

11.1 

11.3 

15.9 

16.3 

16.1 

16.4 

17.0 

16.5 

14.6 

16.6 

15.9 

15.3 

16.4 

15.9 

16.2 

15.7 

16.6 

16.5 

16.7 

15.1 

15.6 

15.5 

15.4 

15.7 

16.4 

16.0 

16.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子・父子自立支援員

児童扶養手当

ひとり親家庭等医療費助成制度

母子父子寡婦福祉資金貸付制度

母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業

母子家庭等高等職業訓練促進給付金等支給事業

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

母子・父子自立支援プログラム策定事業

ひとり親家庭就業支援講座

ひとり親家庭等日常生活支援事業

ひとり親家庭情報交換事業

ファミリー・サポート・センター事業

病児・病後児保育事業

養育費確保のための無料法律相談

養育費等個別法律相談会

法律相談(市役所）

消費生活相談(市役所）

民間賃貸住宅入居時家賃等助成事業

住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業

公共職業安定所（ハローワーク）

野田地域職業訓練センター（さわやかワークのだ）

無料職業紹介所（市役所内）

民生委員児童委員、主任児童委員

家庭児童相談室（市役所内）

配偶者暴力相談支援センター（県及び市）

野田市母子寡婦福祉会

子ども食堂

制度、施策の認知度及び利用状況 母子家庭

役に立った 知っている 知らない 無回答
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父子家庭は、「児童扶養手当」が 80.3％（前回調査 89.6％）、「ひとり親家庭等

医療費助成制度」が76.1％（前回調査 86.2％）、「公共職業安定所（ハローワーク）」

が71.8％（前回調査78.2％）となっています。

1.4 
38.0 

32.4 

1.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.4 

0.0 

0.0 

0.0 

5.6 

1.4 

1.4 

1.4 

1.4 

0.0 

0.0 

0.0 

28.2 

42.3 

43.7 

14.1 

21.1 

14.1 

15.5 

12.7 

25.4 

52.1 

8.5 

22.5 

25.4 

5.6 

18.3 

21.1 

40.8 

31.0 

12.7 

11.3 

66.2 

52.1 

29.6 

26.8 

42.3 

22.5 

8.5 

16.9 

43.7 

2.8 

5.6 
62.0 

54.9 

60.6 

60.6 

63.4 

50.7 

25.4 

67.6 

53.5 

52.1 

70.4 

57.7 

54.9 

32.4 

46.5 

63.4 

64.8 

7.0 

22.5 

45.1 

47.9 

32.4 

53.5 

67.6 

59.2 

26.8 

16.9 

18.3 

22.5 

23.9 

25.4 

23.9 

23.9 

23.9 

22.5 

23.9 

23.9 

22.5 

23.9 

23.9 

23.9 

25.4 

22.5 

23.9 

23.9 

21.1 

23.9 

23.9 

23.9 

23.9 

23.9 

23.9 

23.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子・父子自立支援員

児童扶養手当

ひとり親家庭等医療費助成制度

母子父子寡婦福祉資金貸付制度

母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業

母子家庭等高等職業訓練促進給付金等支給事業

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

母子・父子自立支援プログラム策定事業

ひとり親家庭就業支援講座

ひとり親家庭等日常生活支援事業

ひとり親家庭情報交換事業

ファミリー・サポート・センター事業

病児・病後児保育事業

養育費確保のための無料法律相談

養育費等個別法律相談会

法律相談(市役所）

消費生活相談(市役所）

民間賃貸住宅入居時家賃等助成事業

住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業

公共職業安定所（ハローワーク）

野田地域職業訓練センター（さわやかワークのだ）

無料職業紹介所（市役所内）

民生委員児童委員、主任児童委員

家庭児童相談室（市役所内）

配偶者暴力相談支援センター（県及び市）

野田市母子寡婦福祉会

子ども食堂

制度、施策の認知度及び利用状況 父子家庭

役に立った 知っている 知らない 無回答
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④ 相談相手の有無

相談相手について、母子家庭は「いる」が64.5％、父子家庭は「いる」が 39.4％

でとなっています。

64.5 

12.7 

12.4 

10.3 

0 10 20 30 40 50 60 70

いる

欲しい

必要がない

無回答

相談相手の有無 母子家庭 （単位：％）

３０年度

39.4 

16.9 

35.2 

8.5 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

いる

欲しい

必要がない

無回答

相談相手の有無 父子家庭 （単位：％）

３０年度
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（２） 寡婦の状況

<１> 寡婦自身に係る内容

① 年齢

寡婦の年齢は、年齢別階層でみると「70歳以上」が最も多く61.8％（前回調査

52.0％）となっています。

0.6 

0.0 

0.0 

0.6 

6.9 

12.6 

24.6 

52.0 

2.9 

0.0 

2.9 

4.4 

2.9 

2.9 

5.9 

17.6 

61.8 

1.5 

0 10 20 30 40 50 60 70

４０歳未満

４０歳～４４歳

４５歳～４９歳

５０歳～５４歳

５５歳～５９歳

６０歳～６４歳

６５歳～６９歳

７０歳以上

無回答

年 齢 (単位：％)

２５年度 ３０年度

② 現在同居している家族

現在同居している家族は、前回調査同様「子ども」の割合が最も多く67.6％（前

回調査70.9％）、次いで「孫」が 48.5％（前回調査48.6％）、「子どもの妻（夫）」

が30.9％（前回調査28.0％）となっています。

70.9 

28.0 

48.6 

5.1 

1.7 

0.0 

1.1 

0.0 

67.6 

30.9 

48.5 

13.2 

0.0 

1.5 

1.5 

7.4 

0 20 40 60 80

子ども

子どもの妻(夫)

孫

父母

祖父母

兄弟姉妹

その他

無回答

現在同居している家族 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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③ 現在の悩み

寡婦の現在の悩みは、「老後のこと」が29.4％（前回調査35.4％）、次いで「特

になし」が27.9％（前回調査19.4％）となっています。

8.6 

1.7 

8.6 

1.7 

2.3 

1.1 

31.4 

10.9 

2.9 

35.4 

19.4 

0.0 

16.0 

8.8 

5.9 

14.7 

2.9 

0.0 

0.0 

22.1 

10.3 

1.5 

29.4 

27.9 

1.5 

13.2 

0 10 20 30 40

子どものこと

仕事のこと

生活費のこと

住まいのこと

相談相手がいないこと

家事のこと

自分の健康のこと

家族の健康のこと

人間関係のこと

老後のこと

特になし

その他

無回答

寡婦の現在の悩み (単位：％)

２５年度 ３０年度

<２> 住居の状況

① 住まいの状況

住まいについては、前回調査同様に「持ち家」が圧倒的に多く 80.9％（前回調

査85.7％）となっています。

85.7 

1.7 

3.4 

0.6 

0.0 

5.1 

0.0 

3.4 

80.9 

5.9 

5.9 

1.5 

0.0 

1.5 

0.0 

4.4 

0 20 40 60 80 100

持ち家

親（子）などの家に同居

県営、市営住宅

公団公社の住宅

社宅、寮

民間の賃貸住宅

その他

無回答

住居の状況 (単位：％)

２５年度 ３０年度
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<３> 就労状況について

① 就業形態

寡婦は、現在働いている方が39.6％、「不就業」は11.8％となっています。

寡婦の就業形態は、「パート、アルバイト等」が最も多く17.6％、次いで「正規

の職員・従業員」が8.8％となっています。

8.8 

2.9 

17.6 

4.4 

4.4 

1.5 

0.0 

11.8 

48.5 

0 10 20 30 40 50 60

正規の職員・従業員

労働者派遣事業所の派遣社員

パート・アルバイト等

会社などの役員

自営業

家族従業者

その他

不就業

無回答

現在の就業形態 (単位：％)

３０年度

② 仕事と生活に関する悩み

現在働いている寡婦の仕事と生活に関して、「特に悩みはない」が33.3％（前回

調査39.4％）となっていますが、「収入をもっと上げたいが、自己の健康に不安が

ある」（前回調査15.2％）、「休日は体を休めることがほとんどで、自由に使える時

間がない」（前回調査10.6％）もそれぞれ22.2％となっています。

0.0 

10.6 

1.5 

15.2 

10.6 

39.4 

12.1 

25.8 

3.7 

14.8 

7.4 

22.2 

22.2 

33.3 

3.7 

18.5 

0 20 40 60

仕事上の悩みなどを聞いてくれるところがない

収入をもっと上げたいが、どのようにしたらいいのかわからない

収入をもっと上げるため、就職や転職をしたいが技能、資格がない

収入をもっと上げたいが、自己の健康に不安がある

休日は体を休めることがほとんどで、自由に使える時間がない

特に悩みはない

その他

無回答

仕事と生活に関する悩み (単位：％)

２５年度 ３０年度
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<４> 生活について

① 就労による収入

回答者のうち、就労による収入（税込み）は、前回調査同様「100万円未満」が

最も多く10.3％（前回調査14.9％）となっています。

14.9 

6.3 

1.7 

1.7 

2.3 

0.6 

0.0 

0.0 

0.0 

2.3 

70.3 

10.3 

7.4 

0.0 

2.9 

1.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

4.4 

73.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

100万円未満

100～150万円未満

150～200万円未満

200～250万円未満

250～300万円未満

300～350万円未満

350～400万円未満

400～450万円未満

450～500万円未満

500万円以上

無回答

寡婦自身の年間就労収入 （単位：％）

２５年度 ３０年度

② 世帯の総収入

回答の中で世帯の総収入に含まれているものをみると、「遺族基礎年金、厚生年金」

が最も多く30.9％（前回調査33.1％）、次いで「あなたの勤労収入」が26.5％（前

回調査20.0％）となっています。

20.0 

8.0 

20.6 

0.0 

1.1 

0.0 

0.6 

33.1 

2.9 

8.6 

0.0 

0.0 

5.1 

3.4 

45.7 

26.5 

5.9 

17.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

30.9 

2.9 

5.9 

0.0 

0.0 

5.9 

1.5 

47.1 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

あなたの勤労収入

同居家族（子ども以外）の勤労収入

子どもの勤労収入

養育費

児童扶養手当

生活保護費

親、親族からの援助

遺族基礎年金、厚生年金

生命保険の保険金

預貯金のとりくずし

母子父子寡婦福祉資金借入金

親からの仕送り

家賃・地代の収入

その他

無回答

総収入の内訳 （単位：％）

２５年度 ３０年度
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③ 制度や施策の認知度及び利用状況

「知っている」と「役に立った」を合わせた《知っている》が最も多いのは、「野

田市母子寡婦福祉会」が 72.0％、次いで「児童扶養手当」が 57.4％（前回調査

51.4％）、「ひとり親家庭情報交換事業」（前回調査35.5％）、「公共職業安定所（ハ

ローワーク）」（前回調査46.8％）がそれぞれ55.9％となっています。

1.5 
10.3 

7.4 

4.4 

2.9 

0.0 

2.9 

0.0 

0.0 

2.9 

0.0 

5.9 

2.9 

0.0 

1.5 

1.5 

8.8 

0.0 

2.9 

1.5 

0.0 

19.1 

44.1 

47.1 

42.6 

38.2 

35.3 

29.4 

29.4 

20.6 

29.4 

50.0 

35.3 

50.0 

50.0 

39.7 

23.5 

25.0 

47.1 

45.6 

45.6 

45.6 

45.6 

52.9 

10.3 

1.5 
8.8 

8.8 

16.2 

22.1 

23.5 

35.3 

22.1 

4.4 

19.1 

5.9 

8.8 

13.2 

27.9 
27.9 

5.9 

10.3 

5.9 

10.3 

10.3 

2.9 

44.1 

41.2 

41.2 

48.5 

45.6 

48.5 

44.1 

44.1 

48.5 

42.6 

45.6 

38.2 

38.2 

47.1 

47.1 

45.6 

38.2 

44.1 

45.6 

42.6 

44.1 

25.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子・父子自立支援員

児童扶養手当

ひとり親家庭等医療費助成制度

母子父子寡婦福祉資金貸付制度

母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業

母子家庭等高等職業訓練促進給付金等支給事業

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

母子・父子自立支援プログラム策定事業

ひとり親家庭就業支援講座

ひとり親家庭等日常生活支援事業

ひとり親家庭情報交換事業

法律相談（市役所）

消費生活相談（市役所）

民間賃貸住宅入居時家賃等助成事業

住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業

公共職業安定所（ハローワーク）

野田地域職業訓練センター（さわやかワークのだ）

無料職業紹介所（市役所内）

民生委員児童委員、主任児童委員

家庭児童相談室（市役所内）

野田市母子寡婦福祉会

制度、施策の認知度及び利用状況

役に立った 知っている 知らない 無回答
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④ 相談相手の有無

相談相手については、「いる」が最も多く52.9％、次いで「必要がない」が13.2％

となっています。

52.9 

4.4 

13.2 

29.4 

0 10 20 30 40 50 60

いる

欲しい

必要がない

無回答

相談相手の有無 （単位：％）

３０年度
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第３章 プランの基本的な考え方

１ プラン見直しに当たって

第２章の結果のとおり、依然、厳しい雇用や経済の状況に置かれているひとり親家庭の実態を

踏まえ、本プラン策定に当たっては、初代プランからの基本的な考え方である「生計の維持、家

事や子育てなど、通常は両親が分かち合う負担を一身に背負わなければならないケースが多いひ

とり親家庭について、厳しい雇用、経済情勢の下における負担を軽減するために必要な支援を行

い、ひとり親家庭の児童が健全に育成されるための環境を整備する」を第４次改訂版においても

踏襲します。

また、国の「母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針」で

示された、母子家庭等の家庭生活及び職業生活の動向から、母子世帯の状況として、パート・ア

ルバイト等の割合が増え、就労収入は低い水準にあることや、養育費を大半が取得していないこ

と、父子世帯では、家事等生活面に多くの困難を抱えている状況があること、また、母子・父子

世帯共に子どもの「教育・進学」や「しつけ」に対する悩みを抱えているなどの現状と課題があ

り、平成 30 年度に市が実施した意識調査の結果から引き続き見えた、「収入増に向けた実効的

な支援や養育する児童が自立し、貧困の連鎖を断ち切っていくための施策が必要」などの課題と

共通することから、これらに対応する計画とします。

２ 基本目標

本プランは、上位計画である「野田市新エンゼルプラン（第5期計画）」の基本理念である「子

どもが未来に希望を持ち『元気に明るく家族とともに笑顔で暮らせるまち』・野田」を基本的視点

とし、ひとり親家庭等が自立し、安心した生活を送るため、国の基本方針の内容とも共通する次

の６つの基本目標を前プランに引き続き設定し、ひとり親家庭等への支援を推進します。

（１）６つの基本目標とその趣旨について

① 情報提供、相談機能、支援体制の充実

ひとり親家庭になった直後の生活環境の激変などにより、様々な悩みや困難に直面するこ

とから、相談支援や支援情報の提供などについて、関係機関、関係団体と連携し、それぞれ

のニーズに合わせた対応ができる体制づくりに努めます。

② 就業支援の拡充

ひとり親家庭等の自立と生活の安定・向上を図るためには、より良い条件で就業し、十分

な収入を安定的に得ることが重要です。特に母子家庭の就労収入が低いことから、個々の状

況に応じたきめ細やかな就業支援策の充実に努めます。

③ 子育て支援の充実

ひとり親家庭等が子育てと仕事を両立し、早期の経済的自立を実現できるよう、子育て支

援サービスの利用における負担軽減や配慮に努めます。
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④ 居住支援の充実

民間賃貸住宅への入居の際の経済的支援や情報提供などによる支援や、市営住宅における

ひとり親家庭向け住戸の確保などにより、ひとり親家庭の生活基盤の安定を図ります。

⑤ 養育費確保のための支援策の推進

ひとり親家庭の児童の育成のため、貴重な収入となる養育費が確実に確保できるような支

援の推進に努めます。

⑥ 経済的支援の推進

ひとり親家庭等の生活の向上及び児童の健全育成と自立に向け、生活安定のための支えと

なる児童扶養手当制度及び野田市独自の制度である養育者支援手当制度が効果的に活用され

るよう、適正な給付事務を推進します。また、児童の進学希望の実現に向けた福祉貸付金に

ついて、県に円滑につなげるよう取り組みます。

３ 各基本目標における現状と課題及び施策の方向と取組

各基本目標における現状と課題に対する施策の方向性と、具体的に取り組む主な施策は次の

とおりです。

（１）現状と課題・施策の方向・主な取組

①情報提供、相談機能、支援体制の充実

現状と課題 【意識調査の結果から】

母子・父子自立支援員は約半数近くが認知しているものの、就労支援に関

する個別事業の認知度がやや低く、また、父子家庭では施策全般の認知度が

低い傾向があります。

施策の方向性 ・ 子育て支援、ひとり親家庭支援にかかる施策を周知徹底します。

・ 相談事業の中心である母子・父子自立支援員のさらなる相談スキルの向

上を図ります。

・ 母子寡婦福祉会と連携した取組の拡充を図ります。

主な取組 ・ 母子寡婦福祉会と連携した｢情報交換事業｣の内容を拡充し、ひとり親家

庭の交流を深めます。

・ 相談事業における母子・父子自立支援員の積極的な研修を進め、父子家

庭にも対応できるスキルとノウハウを獲得します｡

・ 野田市パーソナルサポートセンターと母子・父子自立支援員が連携した

相談体制の充実を図ります。

・ 主任児童委員等との連携による地域での見守りなど支援の充実に努めま

す。
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②就業支援の拡充

現状と課題 【意識調査の結果から】

特に母子家庭の母は正社員での雇用割合が依然低く、自身の就労収入が増

えない原因となっています。また、母子家庭、父子家庭ともに転職の希望割

合が高く、その理由としていずれも収入の低さを挙げており、母子家庭では、

正社員を希望する割合が高くなっています。

施策の方向性 ・ ひとり親家庭の雇用への理解等の啓発活動を一層進めます。

・ 高等職業訓練促進給付金等事業などによる資格取得に向けた支援を推進

します。

主な取組 ・ 無料職業紹介所と連携し、ひとり親家庭のニーズに適した求人情報の収

集に努めるとともに、事業所を訪問し、ひとり親家庭への事業主側の理解

と、雇用促進奨励金制度の啓発に努めます。

・ 好条件の就労に向け､自立支援プログラム策定に合わせて個々の職業適性

を把握し、きめ細やかな支援を行います。

・ 高等職業訓練促進給付金等事業、自立支援教育訓練給付金事業の活用の

促進を図り、資格取得を支援します。

・ 収入の低いひとり親家庭の自立のため、より高収入を得るための転職や

スキルアップに向け､資格取得に向け実施する講座の内容に工夫を凝らす

ことや、求人側から見たニーズを把握していきます。

・ 親の学び直しと子どもの進学支援として、高等学校卒業程度認定試験合

格支援事業の周知啓発に努めます。

③子育て支援の充実

現状と課題 【意識調査の結果から】

母子家庭、父子家庭ともに、現在の生活上の悩みとして生活費という基本

的な問題もありますが、日常のことよりも子どもの養育・教育に関すること

の割合が高くなっています。

施策の方向性 ・ 求職活動時や勤務における残業時の子育て支援の充実などにより､安心し

て勤務に集中できる環境づくりを促し、就労収入を増やしていきます。

主な取組 ・ 母子寡婦福祉会に委託する日常生活支援事業のホームヘルプサービス事

業などを活用し、仕事に集中できる時間が確保できるようにします。

④居住支援の充実

現状と課題 【意識調査の結果から】

母子家庭、父子家庭とも核家族化しており、母子家庭では親などの家に同

居する割合が減り、民間賃貸住宅に移るケースが増えています。

施策の方向性 ・ 子どもの成長に伴い､部屋に余裕のある民間賃貸住宅に移る傾向があるた

め､子どもの年齢などに応じたニーズを把握し､ライフステージごとに必要
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な支援（助成や情報提供）を行います。

主な取組 ・ 公営住宅入居におけるひとり親家庭への配慮と民間賃貸住宅入居におけ

る情報提供などの支援を継続していきます。

⑤養育費確保のための支援策の推進

現状と課題 【意識調査の結果から】

養育費を現在も受けている割合は極めて低く、養育費の取り決めをしてい

ない理由として「相手と関わりたくないから」、「相手に支払う意思がないと

思ったから」、「相手に支払う能力がないと思ったから」が挙がっており、養

育費の確保を妨げる課題となっています。

施策の方向性 ・ 養育費を受けていない割合が依然高く､その理由として｢相手と関わりた

くない｣ことの割合が高いことから､相談に当たっては個別の事情を考慮す

ることを重視します｡また、児童の成長の観点から重要である面会交流につ

いて、周知啓発と情報提供を行います。

主な取組 ・ 母子寡婦福祉会と連携した法律相談事業の周知を推進し充実を図ります。

・ 弁護士による養育費の個別法律相談会の充実を図ります。

・ 母子・父子自立支援員との相談から、母子寡婦福祉会が取り組む月1回

の「無料法律相談」と、「養育費等個別法律相談会」との連携を強化します。

・ 県が新たに取り組む面会交流事業の情報を把握し、個々の事情に応じて

情報提供していきます。

⑥経済的支援の推進

現状と課題 【意識調査の結果から】

子どもの最終進学目標を大学・大学院としている割合が高く、経済的自立

とともに、子どもの将来を見据えた支援の必要性があります。

施策の方向性 ・ 母子､父子家庭とも､子どもの養育･教育の悩みが高い割合であることを踏

まえ、進学希望が実現するような支援を進めます。

・ 児童扶養手当と野田市独自の養育者支援手当について、それぞれの趣旨

に沿った適正な運営に努めます。

主な取組 ・ 県貸付金は進学等に一定の役割を果たしており、活用に当たって、県の

審査が円滑に進むよう市の相談事業の段階で適切な返済計画等の指導を行

います｡

・ 父又は母が監護しない児童を養育する公的年金受給者のセーフティネッ

トとして、引き続き養育者支援手当を支給します。

・ 税法上、不利な扱いとなる未婚の母・父について、保育所保育料などの

寡婦・寡夫控除のみなし適用を、引き続き実施していきます。
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（２）国の制度改正について施策への反映

国の制度改正・拡充について、着実に推進します。

施策 国の制度改正と内容

就業支援 きめ細かな支援と転職やキャリアアップの支援など

【制度改正等】

・高等職業訓練促進給付金等事業の拡充

修業期間1年の調理師等を対象（H28.4.1）

支給期間の上限を36月に延長（H28.4.1）

准看護師から引き続き看護師の養成機関で修業する場合を対象

（H30.4.1）

未婚のひとり親について寡婦（夫）控除をみなし適用（H30.8.1）

支給期間の上限を48月に延長（H31.4.1）

修業期間の最後の12月について４万円増額（H31.4.1）

・自立支援教育訓練給付金事業（講座受講費用の補助）の拡充

所要経費の2割（限度額10万円）を6割（上限20万円）支

給へ拡充（H28.4.1）

雇用保険法等に基づく一般教育訓練給付金との差額を支給

（H29.4.1）

未婚のひとり親について寡婦（夫）控除をみなし適用（H30.8.1）

特定一般教育訓練給付金（上限20万円）及び専門実践教育訓練

給付金（上限80万円）を支給対象講座に追加（H31.4.1）

・母子・父子自立支援プログラム策定事業

プログラム目標達成後のアフターケア（H28.4.1）

・高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 新規実施（H29.4.1）

未婚のひとり親について寡婦（夫）控除をみなし適用（H30.8.1）

子育て支援 子ども・子育て支援新制度における保育所などの優先利用の配慮、

当事者の相互交流・情報交換の機会確保、就職活動の際の日常生活支

援事業の拡充など

【制度改正等】

・日常生活支援事業

就業上の理由による残業等について支援が拡大（H28.4.1）

未婚のひとり親について寡婦（夫）控除をみなし適用（H30.6.1）

経済的支援 貸付金の父子家庭への拡大、奨学給付金の創設など

【制度改正等】

・母子・父子・寡婦福祉資金

違約金利率の引下げ（H27.4.1）

保証人がいない場合の貸付利率を年1.5％から 1.0％に引下げ

（H28.4.1）
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施策 国の制度改正と内容

修学資金及び就学支度資金について対象に大学院を追加

（H30.4.1）

就学支度資金について修業施設に係る貸付限度額の引上げ、修業

資金の償還期限の延長（H31.4.1）

・児童扶養手当

第2子以降の子どもに対して手当加算額の拡充（H28.8.1）

全部支給に係る所得制限限度額の引上げ（H30.8.1）

未婚のひとり親について寡婦（夫）控除をみなし適用（H30.8.1）

支給制限の適用期間を 11 月から翌年 10 月までに改正

（H30.10.1）

支払回数を年3回から6回に拡充（R1.11分から）

・養育者支援手当

第2子以降の子どもに対して手当加算額の拡充（H28.8.1）

全部支給に係る所得制限限度額の引上げ（H30.8.1）

未婚のひとり親について寡婦（夫）控除をみなし適用（H30.8.1）

支給制限の適用期間を 11 月から翌年 10 月までに改正

（H30.10.1）

支払回数を年3回から6回に拡充（R1.11分から）

・ひとり親家庭等医療費助成金

未婚のひとり親について寡婦（夫）控除をみなし適用（H30.8.1）

支給制限の適用期間を 11 月から翌年 10 月までに改正

（H30.10.1）
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４ 施策の体系

①情報提供の充実

② 相談、支援体制の強化

③ 地域における支援体制の充実

④ ひとり親家庭の交流会の推進

⑤ 養育費等支援事業の推進

⑥ 母子寡婦福祉会の財政基盤の強化

①関係機関による連携の強化（就業支援事業の推進）

② 母子・父子自立支援プログラム策定事業の強化

③ 母子家庭等高等職業訓練促進給付金等事業の活用

④ 母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業の活用

⑤ 在宅就業推進事業導入の検討

⑥ 雇用促進奨励金の活用

⑦ 職業訓練の強化

⑧ ひとり親家庭の雇用への理解及び雇用促進奨励金制度の啓発活動の推進

⑨ ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業の活用

① ひとり親家庭等日常生活支援事業の推進

② 保育所、学童保育所における児童の受入れの円滑化

③ 保育所、学童保育所における延長保育の充実

④ 保育所等における休日、一時保育、病児・病後児保育の充実

⑤ 児童の居場所づくり

⑥ 招待事業の充実

⑦ ファミリー・サポート・センターの利用促進

① 市営住宅におけるひとり親家庭向け住戸の確保

② 市営住宅における多回数落選者の抽選率優遇の検討

③ 住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業の推進

④ ひとり親家庭等及びＤＶ被害女性民間賃貸住宅入居時家賃等助成事業の推進

⑤ ＤＶ世帯における母子生活支援施設を活用した自立の促進

① 養育費等相談体制の充実

② 広報、啓発活動の推進

③ 弁護士による養育費取得等に関する個別法律相談会の実施

① 児童扶養手当等の支給事業の適正な推進

② 母子・父子・寡婦福祉資金等の活用促進

③ 保育所、学童保育所の保育料の減免制度の周知

④ ひとり親家庭等医療費助成制度の見直し

⑤ 未婚の母・父への寡婦・寡夫控除のみなし適用

１ 情報提供、相談機能、

支援体制の充実

４ 居住支援の充実

基本目標 具体的施策の方針

５ 養育費確保のため

の支援策の推進

２ 就業支援の拡充

３ 子育て支援の充実

６ 経済的支援の推進
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施策の事業番号一覧

基本目標 具体的施策の方針 事業番号 ﾍﾟｰｼﾞ

１情報提供､

相談機能､

支援体制

の充実

①情報提供の充実 1-① 55

②相談､支援体制の強化 1-② 56

③地域における支援体制の充実 1-③ 57

④ひとり親家庭の交流会の推進 1-④ 58

⑤養育費等支援事業の推進 1-⑤ 59

⑥母子寡婦福祉会の財政基盤の強化 1-⑥ 60

２就業支援

の拡充

①関係機関による連携の強化（就業支援事業の推進） 2-① 61

②母子・父子自立支援プログラム策定事業の強化 2-② 62

③母子家庭等高等職業訓練促進給付金等事業の活用 2-③ 63

④母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業の活用 2-④ 64

⑤在宅就業推進事業導入の検討 2-⑤ 65

⑥雇用促進奨励金の活用 2-⑥ 66

⑦職業訓練の強化 2-⑦ 67

⑧ひとり親家庭の雇用への理解及び雇用促進奨励金制度の啓発活動の推進 2-⑧ 68

⑨ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業の活用 2-⑨ 69

３子育て支援

の充実

①ひとり親家庭等日常生活支援事業の推進 3-① 70

②保育所､学童保育所における児童の受入れの円滑化 3-② 71

③保育所､学童保育所における延長保育の充実 3-③ 72

④保育所等における休日､一時保育､病児・病後児保育の充実 3-④ 73

⑤児童の居場所づくり 3-⑤ 74

⑥招待事業の充実 3-⑥ 75

⑦ファミリー･サポート･センターの利用促進の強化 3-⑦ 76

４居住支援

の充実

①市営住宅におけるひとり親家庭向け住戸の確保 4-① 77

②市営住宅における多回数落選者の抽選率優遇の検討 4-② 78

③住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業の推進 4-③ 79

④ひとり親家庭等及びＤＶ被害女性民間賃貸住宅入居時家賃等助成事業の推進 4-④ 80

⑤ＤＶ世帯における母子生活支援施設を活用した自立の促進 4-⑤ 81

５養育費確保

のための支

援策の推進

①養育費等相談体制の充実 5-① 82

②広報､啓発活動の推進 5-② 84

③弁護士による養育費取得等に関する個別法律相談会の実施 5-③ 85

６経済的支援

の推進

①児童扶養手当等の支給事業の適正な推進 6-① 86

②母子・父子・寡婦福祉資金等の活用促進 6-② 87

③保育所､学童保育所の保育料の減免制度の周知 6-③ 88

④ひとり親家庭等医療費助成制度の見直し 6-④ 89

⑤未婚の母・父への寡婦・寡夫控除のみなし適用 6-⑤ 90
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◆各 論

第４章 具体的施策の展開

１ 情報提供、相談機能、支援体制の充実

ひとり親家庭等となった直後を重点に、相談や支援策等に関する情報提供を積極的

に推進するとともに、相談スキルの向上など相談機能の充実を図り、個々の状況に応

じたきめ細やかな一層の対応に努めます。また、必要に応じて関係機関へ適切につな

ぐ支援体制の充実を図ります。

事業番号１－① 情報提供の充実 事業区分 既存

対象 母子・父子・寡婦 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ ひとり親家庭等に対する支援策について、市報、ホームページ、「ひとり親

家庭支援のしおり」等により広報啓発を行うほか、母子・父子自立支援員に

よる情報の提供や相談対応に努めています。

（平成28年度～30年度）

○ 市報に事業、制度等について適宜掲載（改正等の内容を含む）

○ 市ホームページ「くらしの便利帳」、「市政の疑問にお答えします」に掲載

○ 「ひとり親家庭支援のしおり」等のリーフレットの改訂

事業評価及び課題

○ 意識調査の結果によると、離婚直後の時期に的確な情報提供を行う必要が

ある家賃助成制度など、依然、認知度が低調な事業も見受けられるため、引

き続き周知徹底を図る必要があります。

今後の事業方針

○ 各種支援策の情報提供を積極的に行うことは、ひとり親家庭等の自立に有

効な手段であると考えられ、特に早期の段階で的確な支援を行うことが最も

重要であることから、児童扶養手当現況届出時の窓口を活用しての情報提供

に努め、各種支援策の活用促進を図るとともに、母子・父子自立支援員が個々

の状況に応じた相談を行うことで、自立に向けた意欲の向上を図ります。

実績
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事業番号１－② 相談、支援体制の強化 事業区分 既存

対象 母子・父子・寡婦 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ ひとり親家庭等の自立に必要な情報提供や問題解決のための適切な助言及

び指導を行う母子・父子自立支援員が、ひとり親家庭の抱える様々な相談に

対応しています。

なお、就労などの事由により昼間市役所へ来られない方のために毎週月曜

日は夜間相談を実施しています。

■母子・父子自立支援員による相談件数 （単位：件）

区分 28年度 29年度 30年度

生活一般に関する相談 469 494 516

児童に関する相談 53 61 53

経済的自立に関する相談 264 294 231

その他 3 4 4

計 789 853 804

事業評価及び課題

○ ひとり親家庭等となって間もない家庭は多くの問題や困難を抱えており、

育児や養育費、就労といった幅広い分野にわたってきめ細かに対応すること

が必要なため、母子・父子自立支援員の資質の向上のため、引き続きスキル

アップを図っていく必要があります。

今後の事業方針

○ ひとり親家庭等が抱える様々な問題に関する相談に、適正な助言及び情報

提供を行うなど総合的な相談窓口としての役割を担う、母子・父子自立支援

員の資質の向上や相談機能の向上に努めます。

○ 母子・父子自立支援員の資質向上や相談技能の向上を図るため、自己啓発

に努めるとともに、独自の研修会の実施や県主催の研修会等に積極的に参加

します。

○ 野田市パーソナルサポートセンターと母子・父子自立支援員の連携により

自立に向けた総合的な相談を行っていきます。

実績
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事業番号１－③ 地域における支援体制の充実 事業区分 既存

対象 母子・父子 担当課 児童家庭課、生活支援課

事業の内容・実績

○ 地域社会全体でひとり親家庭を支援するため、特に新たにひとり親家庭に

なった世帯や要支援世帯に対し、母子・父子自立支援員と主任児童委員等と

による個別同行訪問を通じた見守りを実施しています。

○

■母子・父子自立支援員の家庭訪問件数 （単位：件）

区分 28年度 29 年度 30年度

主任児童委員との同行訪問 203 199 185

母子・父子自立支援員単独訪問 68 78 55

事業評価及び課題

○ ひとり親家庭の実態把握については、プライバシー重視の観点から、主任

児童委員等への個人情報の提供を拒否する家庭も少なくなく、難しい点もあ

りますが、児童の健全育成のため、地域での見守りを推進する必要がありま

す。

今後の事業方針

○ ひとり親家庭が地域社会の中で安定した生活ができるよう、ひとり親にな

った直後の家庭や要保護児童の家庭を地域の主任児童委員や母子・父子自立

支援員が個別に同行訪問し、見守りやニーズの把握、問題解決に向けた施策

の情報提供や相談などの支援活動を実施します。

○ 主任児童委員と母子・父子自立支援員の連携を進めるため、合同研修会を

実施します。

実績
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事業番号１－④ ひとり親家庭の交流会の推進 事業区分 既存

対象 母子・父子・寡婦 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ 母子寡婦福祉会では、「クリスマス会」等の交流事業を実施し、会員を含め

たひとり親家庭や寡婦相互の交流・情報交換等を進めています。

○ 母子寡婦福祉会の協力により「ひとり親家庭情報交換事業」を実施し、ひと

り親家庭の交流を進めています。

■母子寡婦福祉会事業への参加人数 （単位：人）

区分 28 年度 29年度 30年度

クリスマス会 70 72 60

■ひとり親家庭情報交換事業の開催回数と参加人数（単位：人）

28年度 29年度 30年度

147（9 回） 126（9 回） 128（8 回）

事業評価及び課題

○ ひとり親家庭等は、離婚直後の不安定な時期に一人で悩みを抱えることが

多いため、引き続き母子寡婦福祉会への加入促進を図る必要があります。

○ 「ひとり親家庭情報交換事業」について制度の周知を図り、参加促進に努

める必要があります。

今後の事業方針

○ 児童扶養手当現況届出時の窓口を活用し、母子寡婦福祉会へのひとり親家

庭の加入を促進します。

○ ひとり親家庭が互いの悩みを打ち明けたり相談し合う場を設け、ひとり親

家庭の交流や情報交換を実施する「ひとり親家庭情報交換事業」の参加推進

に努めます。

実績
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事業番号１－⑤ 養育費等支援事業の推進 事業区分 拡充

対象 母子・父子・寡婦 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ ひとり親家庭等の生活の安定と児童の福祉向上と、生活に密着した様々な法

律や経済問題等の解決のため、弁護士による離婚前・離婚後の養育費取得等に

関する法律相談（離婚、親権、面会交流、慰謝料や財産分与などの法律問題を

含む）を実施します。

平成25年度から「養育費セミナー」を改編して個別法律相談に特化し、更

に就業相談を併設して、より実効性の高い内容としました。

■養育費等個別法律相談会の実施（参加人数）

■母子寡婦福祉会の無料法律相談（月１回）の実施（参加人数）

28年度 29年度 30年度

7（1回） 7（1 回） 12（3 回）

28年度 29年度 30年度

21 20 27

事業評価及び課題

○ 母子・父子自立支援員との相談から、母子寡婦福祉会が取り組む月 1回の

「無料法律相談」と、「養育費等個別法律相談会」を連携させるため、開催回

数を増やしていく必要があります。

今後の事業方針

○ ひとり親家庭等の生活の安定と児童の福祉の増進を図るため、法律の専門

家による相談事業の実施は効果的であり、今後も継続するとともに参加者を

増やすため、引き続き就業相談を併設し、積極的に周知します。

○ それぞれの相談を連携させるため、開催回数を増やして実施します。

■「養育費等個別法律相談会」の開催回数 年4回

実績

数値目標



60

事業番号１－⑥ 母子寡婦福祉会の財政基盤の強化 事業区分 既存

対象 母子・父子・寡婦 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ 養育費相談やイベントなどの団体事業を通じて、ひとり親家庭や寡婦の福祉

増進に寄与している母子寡婦福祉会の事業を支援するため、市委託事業及び補

助金の継続や公共施設への自動販売機の設置について配慮するなど、団体の財

政基盤の安定を支援しています。

■母子寡婦福祉会による自動販売機設置状況 （単位：台）

区分 27年度以前 28年度 29年度 30年度 計

設置台数 48 +1 0 0 49

※各年度末の設置台数

■市委託事業

「ひとり親家庭情報交換事業」（平成20年度～）

「ひとり親家庭等日常生活支援事業」（平成16年度～）

事業評価及び課題

○ 公共施設への自動販売機の設置については新規設置が少なくなっています

が、引き続き配慮する必要があります。

○ 補助金の透明性を確保するため、野田市母子寡婦福祉会補助金交付要綱を定

め、補助対象経費や補助率等を規定し平成29年度事業から適用しています。

今後の事業方針

○ 「野田市、社会福祉協議会、母子寡婦福祉会及び障がい者団体連絡会と行政

財産の許可に基づく自動販売機の設置に係る覚書」に基づき、引き続き福祉団

体による自動販売機の設置を推進し、財政基盤の強化に努めます。

○ 市事業について、引き続き委託していきます。

○ 団体の活動を支援する立場で見直しを行い必要な補助金は継続して交付し

ていきます。

実績
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２ 就業支援の拡充

ひとり親家庭等が安定的な収入を得ることにより、自立した生活を送ることができ

るよう、福祉部門と雇用部門の連携を緊密にし、職業能力向上のための訓練や効果的

な就職あっせん、就業機会の創出などについて支援の充実を図ります。

事業番号２－①
関係機関による連携の強化

(就業支援事業の推進)
事業区分 既存

対象 母子・父子・寡婦 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ ハローワークや市の無料職業紹介所等との連携を推進し、ひとり親家庭等

のニーズに適した求人情報の収集に努めるとともに、児童家庭課の窓口にお

いて、求人情報の提供を行うことで、ひとり親家庭等の職業適性に応じた就

業支援に努めています。

平成28年7月から母子・父子自立支援員がひとり親家庭から就職希望の

多い業種の事業所を選定・訪問し、ひとり親家庭の雇用への理解及び雇用促

進奨励金制度の啓発活動を行い、就労相談の際に訪問した働きやすい環境の

事業所などの情報提供を行っています。

■啓発活動の訪問事業所数 （単位：社）

区分 28 年度 29年度 30年度

訪問事業所数 15 23 29

事業評価及び課題

○ 依然として雇用環境と経済的な状況が厳しいため、ひとり親家庭等の雇用と

収入の増に結びつく情報の収集に努める必要があります。

今後の事業方針

〇 引き続き、ハローワークや市の無料職業紹介所等との連携によるひとり親

家庭等向け求人情報の収集に努め、児童家庭課の窓口において求人情報の提

供を行うとともに、ひとり親家庭の雇用への理解及び雇用促進奨励金制度の

啓発活動を行い、就労相談の際に訪問した働きやすい環境の事業所などの情

報提供を行います。

〇 野田市パーソナルサポートセンターと児童家庭課の母子・父子自立支援員

との連携により、自立に向けた総合的な相談を行っていきます。

実績
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事業番号２－②
母子・父子自立支援プログラム策定事業の

強化
事業区分 既存

対象 母子・父子 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ 母子家庭の母又は父子家庭の父の就業を支援するため、個々の母子家庭及

び父子家庭の状況、ニーズに応じたきめ細かな自立・就労支援を推進する「母

子・父子自立支援プログラム策定事業」を実施しています。

「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法」の施

行により、平成25年度から父子家庭も支援の対象としています。

■母子・父子自立支援プログラム策定事業の実績 （単位：件）

区分 28年度 29年度 30年度

策定数 25 16 26

就業実績 16 13 17

うち正規雇用 8 3 7

うち非正規雇用 8 10 10

事業評価及び課題

○ 意識調査の結果によると、特に母子家庭において依然として就労収入が低

いため、経済的自立に向け収入増につながる支援が必要です。

今後の事業方針

○ 母子・父子自立支援プログラム策定事業の推進に当たり、収入増につなが

る支援として、個々の状況とニーズに応じ、資格取得のための情報提供や取

得に集中できる生活環境に関する相談など、総合的な支援のためのプログラ

ムを策定していきます。

○ 父子家庭への制度周知にも努めます。

実績
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事業番号２－③
母子家庭等高等職業訓練促進給付金等事

業の活用
事業区分 拡充

対象 母子・父子 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ ひとり親家庭の親が、看護師、保育士など就職に結びつきやすく経済的自

立に効果的な資格取得のため、修学期間に促進費を支給する「高等職業訓練

促進給付金」及び修了後に「高等職業訓練修了支援給付金」を支給すること

で生活の負担軽減を図り、資格取得を容易にする事業の活用促進を図ります。

平成25年度から父子家庭も対象としています。

■母子家庭等高等職業訓練促進給付金事業の実績（単位：人）

区分 28年度 29年度 30年度

受給者数 11 9 11

取得資格

看護師 6

准看護師 4

作業療法士 1

看護師 5

准看護師 1

作業療法士 1

教諭 1

保育士 1

看護師 4

准看護士 2

作業療法士 1

教員 1

保育士 1

歯科衛生士 1

理容師 1

事業評価及び課題

○ 長期の修学期間を支援することで高度な技能を習得できる本事業は、正規雇

用による就労に結び付いた実績を挙げており、より高い収入と安定した雇用を

得ることに効果的であることから、今後も周知に努める必要があります。

今後の事業方針

○ 父子家庭を含め、経済的自立に向けた施策の中心的な事業として、引き続き

活用の促進を図ります。

国の制度改正により、平成31年 4月から支給期間の上限が36月から48

月に延長され、支給額が修行期間の最後の 12 月については 4 万円増額され

たことから、更に周知を図ります。

実績
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事業番号２－④
母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業

の活用
事業区分 拡充

対象 母子・父子 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ ひとり親家庭の、より高い収入と安定した就業に向けた、自主的な能力開

発の取組を支援するため、市が指定した教育訓練講座を受講し修了した場合

に給付金を支給する「母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業」を実施して

います。「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法」

の施行を受け、平成25年度から父子家庭も支援の対象としています。

■母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業の実績 （単位：人）

区分 28年度 29年度 30年度

指定講座 3 2 5

受給者数 3 2 4

事業評価及び課題

○ 平成31年4月から、国の制度改正に伴い、雇用保険法の特定一般教育訓

練給付金及び専門実践教育訓練給付金が対象となり制度拡充されたことか

ら、就労経験の少ないひとり親家庭の親の就労支援のため、引き続き周知が

必要です。

今後の事業方針

○ 就労経験の少ないひとり親家庭の親の就労支援のため、活用の促進を図り

ます。

○ 父子家庭も含め、引き続き事業の周知に努めます。

実績
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事業番号２－⑤ 在宅就業推進事業導入の検討 事業区分 既存

対象 母子・父子 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ 国の「在宅就業推進事業」は、在宅就業希望者等を対象としたセミナーの

開催など、在宅就業に関する基本的なノウハウを提供し、コーディネート等

をする事業であり、在宅就業希望者等に必要な支援を行うものです。

事業評価及び課題

○ 平成30年度の意識調査の結果では、母子家庭の母が仕事を変えたい場合、

在宅での仕事を希望する割合は2.7％とニーズが低い状況です。

今後の事業方針

○ 現在のニーズは低いものの、パソコンを利用した在宅起業やデータ入力な

ど、ひとり親家庭に適した新たな在宅就業の形態についても積極的に情報収

集し、就労相談において提供していくことでニーズの動きを把握していきま

す。
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事業番号２－⑥ 雇用促進奨励金の活用 事業区分 既存

対象 母子、父子 担当課 商工観光課

事業の内容・実績

○ 公共職業安定所や市の無料職業紹介所のあっせんにより、ひとり親家庭の

父又は母を雇用した事業主に対し、雇用した月の翌月から賃金の 10％（限

度額 15,000 円）を奨励金として交付することで雇用の促進を図っていま

す。

■雇用促進奨励金の実績 （単位：件）

区分 28年度 29 年度 30 年度

ひとり親家庭の支援件数 3 3 7

事業評価及び課題

○ ひとり親家庭の雇用促進として効果があると考えられるため、事業主に対

して制度の周知を図る必要があります。

今後の事業方針

○ 引き続き、市内の各事業主や関係機関に対して、当事業の活用促進を図る

ため、協力要請を行い、ひとり親家庭の雇用の促進に努めます。

実績
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事業番号２－⑦ 職業訓練の強化 事業区分 拡充

対象 母子、父子、寡婦 担当課 児童家庭課、商工観光課

事業の内容・実績

○ ひとり親家庭等の経済的な自立を支援するため、就業に必要な知識や技能

の習得を図る就業支援講習会について、野田市職業訓練センターに委託して

実施しています。また、受講料にかかる経済的負担を軽減するとともに、託

児サービスを母子寡婦福祉会の日常生活支援事業で提供するなど受講しやす

い環境づくりに配慮しています。

元年度からは、パソコンだけではなく、他の資格についても実施していま

す。

■就業支援講習会 （単位：人）

区分 28年度 29年度 30年度

受講者 16 14 11

Word 合格者 14 13 8

Excel合格者 11 13 9

事業評価及び課題

○ パソコンだけではなく、引き続き、他の資格についても実施を検討し、多

様なニーズに対応する必要があります。

今後の事業方針

○ 資格の取得により就労に結びついている実績があり、引き続き、他の資格

についても実施を検討し、多様なニーズに対応しながら実施していきます。

■「就業支援講習会」の開催回数 年3回

実績

数値目標
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事業番号２－⑧
ひとり親家庭の雇用への理解及び雇用促進

奨励金制度の啓発活動の推進
事業区分 既存

対象 母子、父子、寡婦 担当課 商工観光課、児童家庭課

事業の内容・実績

○ 市の無料職業紹介所において、ひとり親家庭それぞれの職業適性に配慮し

た職種の情報提供に努めています。

平成28年7月から母子・父子自立支援員がひとり親家庭から就職希望の

多い業種の事業所を選定・訪問し、ひとり親家庭の雇用への理解及び雇用促

進奨励金制度の啓発活動を行い、就労相談の際に訪問した働きやすい環境の

事業所などの情報提供を行っています。

■啓発活動の訪問事業所数 （単位：社）

区分 28 年度 29年度 30年度

訪問事業所数 15 23 29

事業評価及び課題

○ 平成30年度の意識調査の結果によると、求職活動での問題点については、

母子家庭では「子どもが小さいことが問題にされたこと」が29.7％と最も多

くなっており、ひとり親家庭の雇用への理解のある事業所などの情報提供の必

要性が現れています。また、36.6％が「仕事を変えたい」希望があり、その

うち43.6％が「収入がよくない」を理由にしています。

今後の事業方針

○ 今後も無料職業紹介所と連携し、職業適性や家庭環境に配慮した情報の提

供に努めます。情報提供に当たっては、収入増につながるような内容の収集

に努めます。

〇 引き続き、ひとり親家庭の雇用への理解及び雇用促進奨励金制度の啓発活

動を行い、就労相談の際に訪問した働きやすい環境の事業所などの情報提供

を行います。

実績
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事業番号２－⑨
ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験

合格支援事業の活用
事業区分 新規

対象 母子、父子、児童 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ 高等学校を卒業していない（中退を含む。）ひとり親家庭の親及び児童に対

し、高卒認定試験の講座受講に係る費用の一部（受講修了時給付金、合格時

給付金）を補助することにより親の学び直し及び児童の進学を支援し、ひと

り親家庭の自立及び福祉の増進に寄与しています。

■ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業の実績 （単位：人）

区分 28年度 29 年度 30年度

受講修了時給付金

受給者数
－ 0 0

合格時給付金

受給者数
－ 0 0

事業評価及び課題

○ 平成 30 年度実施の意識調査によると、最終学歴について母子家庭の母は

「中学校」が12.0％、父子家庭の父は「中学校」が18.3％となっており、

本事業の潜在的なニーズはあるものの、利用自体は伸びていません。

今後の事業方針

○ 親の学び直し及び児童の進学を支援し、ひとり親家庭の自立及び福祉の増

進に寄与するため、引き続き事業の周知に努めます。

実績
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３ 子育て支援の充実

ひとり親家庭等の自立のためには、より好条件の職に就き、経済的に安定すること

が重要です。そのため、就業や求職活動、職業訓練などが十分にできるよう保育所等

への円滑な入所や多様な保育のサービスの充実に努めます。

特に父子家庭については、ひとり親家庭等日常生活支援事業の利用促進など育児支

援の活用促進を図ります。

事業番号３－① ひとり親家庭等日常生活支援事業の推進 事業区分 既存

対象 母子、父子、寡婦 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ ひとり親家庭等において、自立のための修学や疾病等の理由により、一時

的に日常生活を営む上で支障が生じている場合など、家庭生活支援員を母子

寡婦福祉会に委託により派遣し、子どもの保育を始めとした日常生活の支援

を行っています。

また、求職活動時に保育所を入所申請している場合や残業時に対応するホ

ームヘルプサービスを本事業において実施しています。

■日常生活支援事業の利用状況

区分 子育て支援 生活援助

28年度 10人 72日間 393時間 1人 2日間 6 時間

29年度 5人 38 日間 225時間 0人 0日間 0 時間

30年度 3人 6 日間 25時間 1人 15日間 21 時間

事業評価及び課題

○ 平成 30 年度実施の意識調査の結果によると、仕事と子育てに関する悩み

については、母子家庭では「残業などで帰宅が遅く、家で待っている子ども

が心配」、「子どもの急な病気などでも、仕事を休むことができない」を合わ

せると約40％、また、求職活動中の問題については、「子どもの保育の手立

てがなかったこと」が約 14％であるなど、本事業のニーズはあるものの、

利用自体は伸びていません。

今後の事業方針

○ ひとり親家庭等日常生活支援事業は、ひとり親家庭等が安心して子育てし

ながら仕事や求職活動をするために有効な事業であることから、関係機関と

連携し、事業の一層の周知に努めるとともに、必要に応じて家庭生活支援員

の支援スキル向上のための研修会を実施します。

実績
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事業番号３－②
保育所、学童保育所における児童の受入れ

の円滑化
事業区分 既存

対象 母子、父子 担当課
保育課

児童家庭課

事業の内容・実績

○ ｢母子及び父子並びに寡婦福祉法｣の規定に基づき、保育所の入所選考に当

たっては、ひとり親家庭に優先的な入所の配慮をしています。また、求職中

や職業訓練中においても柔軟な受入れを行っています。

平成 27 年度から施行された子ども・子育て支援新制度の「教育・保育給

付」においても、ひとり親家庭について優先的な基準により運用することと

されています。

■平成30年度ひとり親家庭の児童の入所実績 保育所 313人

学童保育所 345人

事業評価及び課題

○ 保育所については求職中や職業訓練中のひとり親家庭の入所について、入

所後の就業などの状況も踏まえ、引き続き保育所入所基準指数の見直しを含

め柔軟な受入れを検討していく必要があります。

○ 学童保育所については、今後も引き続き待機児童がない運用を続けるため

過密化の解消等に努めていきます。

今後の事業方針

○ ひとり親家庭の入所申請については、引き続き優先的な入所の配慮を行い、

求職中や職業訓練中において柔軟な受入れを行うとともに、必要度の高いひ

とり親家庭については、あっせん等について検討します。

○ 学童保育所についても、引き続き保育所と同様に求職中や職業訓練中にお

ける入所に配慮し、ひとり親家庭の経済的自立への支援を図ります。

実績
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事業番号３－③
保育所、学童保育所における延長保育の充

実
事業区分 既存

対象 母子、父子 担当課
保育課

児童家庭課

事業の内容・実績

○ 全保育所において、午前７時から午後７時まで延長保育を実施しています。

また、指定管理の保育所及び私立保育所では午後８時まで、一部の保育所で

は午後８時以降の保育を実施しています。

○ 直営の学童保育所の閉所時間を延長し、全ての学童保育所の閉所時間を午

後７時に統一しています。

■平成30年度 保育所延長保育利用延べ人数（月額による利用）

公立保育所 私立保育所

午後7時まで 1,809人（ 3か所） 1,254人（ 1か所）

午後8時まで 186人（ 6か所） 255人（ 11か所）

午後8時以降 0人（ 1か所） ―

■平成30年度 学童保育所延べ児童数

委託学童保育所 14,079 人 （20施設）

直営学童保育所 4,747 人 （14施設）

事業評価及び課題

○ 遅い時間帯までの延長保育の拡大については、利用状況等を見極めながら、

検討していく必要があります。

○ 午後7時以降に迎えに来る保護者への対応の検討。

今後の事業方針

○ 引き続き全保育所で延長保育を実施し、延長時間の拡大等については、こ

れまでの実績と幼児教育・保育無償化の影響を踏まえた利用ニーズを見極め

ながら検討します。

○ 学童保育所の閉所時間の更なる延長については、慎重に検討していきます。

実績



73

事業番号３－④
保育所等における休日、一時保育、病児・

病後児保育の充実
事業区分 既存

対象 母子、父子 担当課 保育課

事業の内容・実績

○ 日曜・祝日等の保護者の就労等の理由により家庭で保育をすることが困難

な場合となった乳幼児の保育を行う休日保育を２保育所で実施しています。

○ 保護者の疾病等により家庭で保育することが一時的に困難となった乳幼児

の保育を行う一時保育を、私立保育所において実施しています。

○ 病気又は病気回復期のため集団保育ができず、家庭での保育ができない児

童の保育を行う病児・病後児保育を実施しています。

■平成30年度延べ利用人数

休日保育

あたご保育所 366人、尾崎保育所 241人

一時保育

私立保育所 5か所 1,904人

病児・病後児保育

小張総合病院敷地内「ひばりルーム」 500人

事業評価及び課題

○ 休日保育・一時保育

就労、家事、子育ての負担を一人で背負うひとり親家庭への保育サービス

について、多様なニーズを把握しながら充実を図る必要があります。

○ 病児・病後児保育

利用者数は毎年の疾病の流行状況等で増減しますが、引き続き周知してい

く必要があり、また、感染症などの流行時における対応について検討する必

要があります。

今後の事業方針

○ 休日保育・一時保育

多様な保育サービスの周知を図り利用促進に努めるほか、利用児童数の推

移を注視し、ニーズを把握し定員や実施施設について検討します。

○ 病児・病後児保育

今後も利用者の利便性向上に配慮していくとともに、保育所型病児施設の

導入等についても検証し、また、感染症における利用の制限等についても理

解を得るため、対応方法について検討を進めます。

実績
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事業番号３－⑤ 児童の居場所づくり 事業区分 既存

対象 母子、父子 担当課
児童家庭課

学校教育課

事業の内容・実績

○ 親の就労時間中等に親不在の状態で家庭に居ることの多いひとり親家庭の

児童の健全育成を図るため、子ども館などの地域の社会資源や人的資源を活

用した児童の居場所づくりの推進に努めています。

■平成30年度 子ども館延べ利用者数

81,690 人

事業評価及び課題

○ 平成 30 年度実施の意識調査によれば、親と児童のみで構成される世帯が

母子家庭では71.8％、父子家庭では66.0％と最も多く核家族化しています。

○ 中学生・高校生のひとり親家庭の児童・生徒に、放課後の過ごし場所とし

て子ども館などの利用促進を図る必要があります。

今後の事業方針

○ 子ども館における異年齢の交流を深めるための行事などを検討し、より利

用しやすい環境を構築します。

○ 子ども館で企画している合同行事等を通して、中学生や高校生にもより多

く利用いただけるように努めます。

○ 高学年の対応について子ども館職員のスキル向上を図っていきます。

○ エンゼルプランにおいて位置付けた「新・放課後子ども総合プランに基づ

く行動計画」を踏まえ、放課後児童クラブと放課後子供教室の一体型につい

て、可能な学校から随時実施していくこととします。

実績
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事業番号３－⑥ 招待事業の充実 事業区分 既存

対象 母子、父子、寡婦 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ ひとり親家庭の児童の福祉向上のため、母子寡婦福祉会が実施するひとり

親家庭等の児童などの招待事業（親子ふれあい研修）への参加を推進してい

ます。

■母子寡婦福祉会による招待事業の参加人数 （単位：人）

28 年度
清水公園 14

東京ディズニーランド 118

29 年度
ふなばしアンデルセン公園 49

東京ディズニーランド 100

30 年度
芋掘り体験 37

群馬サファリパーク 77

事業評価及び課題

○ 母子寡婦福祉会の事業によりひとり親家庭等の交流が図られており、引き

続き招待事業への参加を推進する必要があります。

今後の事業方針

○ ひとり親家庭の児童の福祉の向上を図るため、母子寡婦福祉会において

実施している招待事業の推進を図るとともに、ひとり親家庭等の児童の事業

への参加を促進します。

実績
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事業番号３－⑦
ファミリー・サポート・センターの利用促

進の強化
事業区分 既存

対象 母子、父子 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ ひとり親家庭の育児負担の軽減と育児と仕事の両立を支援するファミリ

ー・サポート・センター事業の周知を図るとともに、市町村民税非課税世帯

等を対象にした利用料助成制度の周知を行うことで、事業の活用促進に努め

ています。平成 23 年度からは、ひとり親家庭（ひとり親家庭等医療費助成

金受給資格者）に対しても利用料助成の対象としています。

■ファミリー・サポート・センターの利用実績（ひとり親家庭）（単位：世帯）

区分 28年度 29 年度 30年度

利 用 世 帯 数 33 28 25

利用料助成世帯数 18 11 10

事業評価及び課題

○ ひとり親家庭の子育てにかかる負担の軽減に効果をあげていますが、利用

者が固定・長期化する傾向があるため、新規利用者開拓のため、引き続き制

度の周知を図る必要があります。

今後の事業方針

○ 制度の周知を広く一般に向けて市報に掲載するほか、既にファミリー･サポ

ート・センター会員である方にも改めて機関紙を通じて事業内容を周知し、

利用の拡大に努めていきます。

実績
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４ 居住支援の充実

ひとり親家庭の早期の自立を促進するため、民間賃貸住宅の入居支援や市営住宅の

優先入居等、生活基盤の安定を図るための施策の活用推進を図ります。

事業番号４－①
市営住宅におけるひとり親家庭向け住戸

の確保
事業区分 既存

対象 母子、父子 担当課 営繕課

事業の内容・実績

○ 市営住宅において、ひとり親家庭向け住戸を確保します。

■ひとり親家庭向け市営住宅状況 （単位：戸）

区分 28年度 29年度 30年度

戸数

（前年比増減戸数）

15

（-2）

14

（-1）

14

（0）

事業評価及び課題

○ ひとり親家庭向け住戸を確保しても該当世帯が転居したり、子どもが 20

歳になり、ひとり親家庭でなくなるケースが出てくるため、市営住宅募集時

に当該住戸の現状を把握して、ひとり親家庭向け住戸を適切に割り振る必要

があります。

今後の事業方針

○ 募集戸数などを考慮しながら、ひとり親向け住戸を新たに確保します。

実績
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事業番号４－②
市営住宅における多回数落選者の抽選率

優遇の検討
事業区分 既存

対象 母子、父子 担当課 営繕課

事業の内容・実績

○ 一定回数以上連続して落選している応募者で、特に住宅困窮度が高いと認

められるひとり親家庭については、当選確率が高くなるような措置を検討し

ます。

■募集、入居状況(ひとり親家庭) （単位：人）

区分 28 年度 29年度 30年度

応 募 者 数 8 0 2

当 選 者 数 6 0 2

落 選 者 数 2 0 0

落選者の落選回数

初 2

2

3

4

5

事業評価及び課題

○ 平成28年度に落選したひとり親家庭は2人ですが、共に初めての落選で

あり、多回数の落選者はおりません。今後、応募状況により、一定回数以上

連続して落選するひとり親家庭が増えるような場合は、同じように落選して

いる他の住宅困窮者（高齢者、障がい者）との公平性に配慮しつつ、当選確

率が高くなるような措置を検討する必要があります。

今後の事業方針

○ 応募状況により優遇措置について引き続き検討します。

実績
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事業番号４－③
住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業の

推進
事業区分 既存

対象 母子、父子、ＤＶ被害女性等 担当課 営繕課

事業の内容・実績

〇 家賃等の支払ができるにもかかわらず、「条件の合う住宅を探すのが困難」

「連帯保証人がいない」などの理由で市内の民間賃貸住宅への入居が困難な

世帯に対し、入居の機会の確保及び入居後の安定した居住の継続を支援する

「住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業」を実施しています。

■制度利用状況（ひとり親家庭） （単位：件）

区分 28年度 29年度 30年度

相談件数 0 0 0

利用申込件数 0 0 0

賃貸契約した件数 0 0 0

事業評価及び課題

○ 現在は不動産店が取り扱う債務保証会社が多数あることや、空き物件も多

く賃貸物件が借りやすくなっていること等から利用者が少ない状況となって

います。また、契約時の条件として、親族などの緊急連絡先の確保が必要など

の条件があり、確保できない場合は契約ができないなどの問題があります。

今後の事業方針

○ 引き続き制度の周知を図り、協力不動産店の情報を利用者に提供するなど

継続し実施します。

実績
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事業番号４－④
ひとり親家庭等及びＤＶ被害女性民間賃

貸住宅入居時家賃等助成事業の推進
事業区分 既存

対象 母子、父子、ＤＶ被害女性 担当課 営繕課

事業の内容・実績

○ 緊急に居住の場を確保する必要があるひとり親家庭等及びＤＶ被害女性、

民間賃貸住宅へ入居しようとする低所得者に対し、賃貸借契約時に要する家

賃等の費用の一部を助成し、入居の円滑化を図ります。

■家賃助成制度の利用状況 （単位：件）

区分 28年度 29年度 30年度

実 績 17 7 8

事業評価及び課題

〇 平成30年度実施の意識調査によれば、民間賃貸住宅の入居に関し、最も苦

労したことは「賃貸住宅の契約や家賃費用の工面」が母子家庭で24.7％、父

子家庭で26.7％と最も多くなっており、契約時の費用の工面に苦慮している

状況から、当該事業の周知が必要です。

今後の事業方針

○ 引き続き制度の周知を図り継続し実施します。

実績
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事業番号４－⑤
ＤＶ世帯における母子生活支援施設を活

用した自立の促進
事業区分 既存

対象 母子 担当課 子ども家庭総合支援課

事業の内容・実績

○ 同伴児を抱えるＤＶ被害女性がシェルター退所後、被害女性自身が児童の

監護も十分にできず、自立心に欠けるなどのケースでは、児童の監護や生活

を支援・指導をしながら、自立に導くため、母子生活支援施設の活用を図り

ます。

■母子生活支援施設活用件数 （単位：件）

区分 28年度 29年度 30年度

件数 0 0 0

事業評価及び課題

○ 同伴児を抱えるＤＶ被害女性については、単独での自立が困難で、かつ本

人の子育て能力が低下していることなどから、生活再建を図るためには、母

子生活支援施設への入所等、段階的継続的な支援が求められます。

そのため、本人の入所意思及び自立意欲等を見極めつつ、それぞれのケー

スに応じたきめ細かな対応とともに、母子生活支援施設の活用を図ることが

必要と考えられます。

今後の事業方針

○ 引き続き、一時保護後、同伴児を抱えるＤＶ被害女性の状態に合わせて、

母子生活支援施設の活用を図ります。

実績
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５ 養育費確保のための支援策の推進

養育費については、子どもの健やかな成長にとって重要なものですが、定期的に取

得しているケースが少ない状況であることから、｢母子及び父子並びに寡婦福祉法｣の

改正趣旨を踏まえ、確実に養育費が取得できるよう、養育費の取決めや取得促進に関

する施策を推進します。

事業番号５－① 養育費等相談体制の充実 事業区分 拡充

対象 母子、父子 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ 養育費等の問題の解決を図るために、母子寡婦福祉会が実施する「無料法

律相談」を支援するとともに、児童扶養手当の申請窓口を活用して、母子・

父子自立支援員が養育費等の相談に応じます。また、弁護士が個別相談を行

う「個別法律相談」を実施します。

○ 子どもの健全な成長に資する施策として「面会交流」に係る県の事業を紹

介するなど、養育費以外の相談についても積極的に対応します。

■養育費のための法律相談（参加人数）

28年度 29 年度 30年度

21 20 27

■養育費等個別法律相談会（参加人数）

28 年度 29年度 30 年度

7（1回） 7（1 回） 12（3 回）

事業評価及び課題

○ 平成 30 年度実施の意識調査の結果によれば、養育費を現在も受けている

母子家庭の割合は 25.2％と、依然として養育費を取得できているケースが

少ないため、継続して養育費を取得できるための施策が必要です。

また、養育費の取り決めをしていない理由として「相手と関わりたくない

から」の割合が27.2％と最も高くなっています。

○ 「面会交流」について、現在行っているのは母子家庭で 21.9％、父子家

庭で28.8％にとどまっています。

○ 母子・父子自立支援員がより専門的な養育費等の相談が必要と判断した場

合は、月1回の「無料法律相談」につなげることができますが、弁護士によ

る相談が必要と判断された場合に「個別法律相談」は年数回と回数が少なく

つなげることが難しい状況です。

実績
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今後の事業方針

○ 引き続き、母子寡婦福祉会が取り組む「無料法律相談事業」を支援すると

ともに、弁護士が個別相談を行う「個別法律相談」を実施し、当該事業の周

知・活用の推進に努め、日頃、窓口において様々な相談内容に対応できるよ

う、母子・父子自立支援員の相談スキルの向上に努めます。

○ 弁護士が個別相談を行う「個別法律相談」の実施回数を増やして実施し、

母子・父子自立支援員との相談から、母子寡婦福祉会が取り組む月1回の「無

料法律相談」と、「養育費等個別法律相談会」との連携を強化します。

■「養育費等個別法律相談会」の開催回数 年4回

数値目標
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事業番号５－② 広報、啓発活動の推進 事業区分 既存

対象 母子・父子 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ 養育費取得に関して分かりやすく解説した「養育費取得のしおり」や｢無料

法律相談事業｣のパンフレットを児童扶養手当の窓口で活用し、養育費取得等

の問題解決に向けた支援に関する広報、啓発に努めています。

事業評価及び課題

○ 平成 30 年度実施の意識調査の結果において、依然として養育費を取得で

きる割合が少ないなど、経済的自立と子どもの健全な成長のための制度や相

談窓口のなどの情報提供が必要です。

今後の事業方針

○ 引き続き、児童扶養手当の窓口などを活用してしおりを配布し、制度や相

談事業の説明を行うなど、養育費の取得等の問題解決に向けた情報提供を行

うとともに、相談事業に関するニーズを把握します。
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事業番号５－③
弁護士による養育費取得等に関する個別

法律相談会の実施
事業区分 拡充

対象 母子、父子 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ 養育費の取得など法律の問題について、弁護士が個別相談を行う「個別法律

相談」を実施します。

平成25年度から「養育費セミナー」を改編し、弁護士による養育費問題な

ど法律全般に関わる個別相談のほか、母子・父子自立支援員による就業相談な

ども併設した内容としました。

■平成30年度 養育費等個別法律相談会の参加人数

12人（3回開催）

事業評価及び課題

○ 弁護士よる無料の個別法律相談が受けられる貴重な機会であることから、

児童扶養手当の通知や窓口などの機会を捉えて、積極的に周知していく必要

があります。

○ 母子・父子自立支援員との相談から、母子寡婦福祉会が取り組む月 1回の

「無料法律相談」と、「養育費等個別法律相談会」を連携させるため、開催回

数を増やしていく必要があります。

今後の事業方針

○ 母子・父子自立支援員との相談から、母子寡婦福祉会が取り組む月 1回の

「無料法律相談」と、「養育費等個別法律相談会」を連携させるため、開催回

数を増やして実施します。

■「養育費等個別法律相談会」の開催回数 年4回

.

実績

数値目標
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６ 経済的支援の推進

ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進のため、｢児童扶養手当制度｣や｢養育者支

援手当制度｣に関する情報提供や円滑な給付事務を推進していくとともに、様々な資

金使途に応じてひとり親家庭等の生活の安定や向上を図る｢母子福祉資金貸付金、父

子福祉資金貸付金及び寡婦福祉資金貸付金制度｣等の活用促進など、各種助成制度の

周知に努めます。

事業番号６－① 児童扶養手当等の支給事業の適正な推進 事業区分 既存

対象 母子、父子 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ ひとり親家庭の経済的な自立を支援するため、児童扶養手当等の情報提供

に努め、円滑な支給事務を推進しています。

○ 平成 22 年８月から父子家庭も児童扶養手当の支給対象になったことか

ら、野田市独自の「父子家庭等支援手当制度」を「養育者支援手当制度」に

改編し、父又は母が監護しない児童を養育する公的年金受給者のセーフティ

ネットの役割を果たしています。

■児童扶養手当・養育者支援手当受給者数 （単位：人）

区 分 28年度 29年度 30年度

児童扶養手当 1,290 1,270 1,208

養育者支援手当 6 7 7

事業評価及び課題

○ 国の制度改正に伴い、令和元年11月分の手当から支払回数が年3回から

6 回に拡充されたことから、周知に努める必要があり、また、今後の制度改

正等についても、的確な情報提供と周知に努める必要があります。

今後の事業方針

○ 制度改正等について適格な情報提供と周知に努め、適正な受給資格の認定

を行うとともに、円滑な支給事務を推進します。

○ 養育者支援手当について、父又は母が監護しない児童を養育する公的年金

受給者のセーフティネットとして、引き続き実施していきます。

実績
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事業番号６－② 母子・父子・寡婦福祉資金等の活用促進 事業区分 既存

対象 母子、父子、寡婦 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ 母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の自立や児童の修学など様々な用途に重

要な役割を果たしている母子福祉資金貸付金、父子福祉資金貸付金及び寡婦

福祉資金の貸付制度等の活用促進を図るため、制度に関する情報提供を行い

ます。

○ 貸付者である県の審査等が円滑に進むよう、相談者の支援に努めています。

○ 平成26年10月から父子家庭についても貸付けの対象となりました。

■貸付資金の利用実績 （単位：件）

区分 28年度 29年度 30年度

就学支度資金 1 0 1

修 学 資 金 1 1 2

就 業 資 金 0 0 0

技能習得資金 0 0 0

生 活 資 金 0 0 0

転 宅 資 金 0 0 0

計 2 1 3

事業評価及び課題

○ 相談者には制度の説明をしっかり行い、計画的な返済に協力していただく

必要があります。

今後の事業方針

○ ひとり親家庭等の経済的自立に資する事業として、貸付申込に当たっては、

返済計画の作成や他の制度の紹介なども組み合わせた相談を行い、きめ細かく

支援します。

実績
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事業番号６－③
保育所、学童保育所の保育料の減免制度の

周知
事業区分 既存

対象 母子、父子 担当課
保育課

児童家庭課

事業の内容・実績

○ ひとり親家庭になった場合の保育所保育料については、ひとり親の前年度

の所得を算定基礎として見直すため、減額になる場合があります。

また、学童保育所の保育料についても所得に応じて、減免措置を講じてお

り、市報、市ホームページ等により制度の周知を図っています。

（実績）保育所保育料減額件数 21件（平成30年度）

学童保育所保育料減免件数 272件（平成30年度）

事業評価及び課題

○ ひとり親家庭になった場合の減免措置については、保育所、及び学童保育

所の入所案内等において周知を図っていますが、新たにひとり親家庭になり、

入所を希望している家庭では「減額や減免制度を知らない」という声もある

ため、更なる周知を図る必要があります。

今後の事業方針

○ 保育所、学童保育所の保育料減免制度の周知について、入所案内、市報、

ホームページなどの情報媒体の積極的な活用を図るとともに、新たなひとり

親家庭に対しては、窓口相談や児童扶養手当の現況届出等の機会を利用し減

免制度等の周知に努めます。
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事業番号６－④ ひとり親家庭等医療費助成制度の見直し 事業区分 既存

対象 母子、父子 担当課 児童家庭課

事業の内容・実績

○ 医療費による経済的負担の軽減を図るため、ひとり親家庭の父又は母等と

その児童が、病院などで受診した際の保険診療に係る医療費の自己負担分を

助成する「ひとり親家庭等医療費助成制度」の推進に努めています。

■医療費延受給者数 （単位：人）

区分 28年度 29 年度 30年度

実 績 1,821 1,671 1,578

事業評価及び課題

○ 現状の助成方法の償還払いではなく、ひとり親家庭等の利便性向上を図る

ため、受給券を病院窓口で提示して助成制度の自己負担金を支払う「現物給

付」への移行が求められていますが、現物給付は過剰な診療を招く等の問題

があります。

今後の事業方針

〇 現物給付化については、助成制度の財源の２分の１を負担する県の動きを

注視し、必要に応じて検討していきます。

実績
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事業番号６－⑤
未婚の母・父への寡婦・寡夫控除のみなし

適用
事業区分 既存

対象 母子・父子 担当課

保育課

児童家庭課

営繕課

学校教育課

事業の内容・実績

○ 税法上、不利な扱いとなる未婚の母・父について、保育所保育料、学童保

育所保育料、市営住宅家賃などの寡婦・寡夫控除のみなし適用を実施してい

ます。

■平成30年度 寡婦・寡夫控除のみなし適用の実績

保育所保育料 17件

学童保育所保育料 2件

※私立幼稚園就園奨励費補助金、公立幼稚園就園奨励費補助金、市営住

宅家賃については実績なし

事業評価及び課題

○ 他市の実施例では、ひとり親家庭支援、子育て支援、税の公平性の確保、

低所得者対策など様々な観点から適用しており、市によってみなし適用の範

囲が異なっています。

○ 国の制度改正に伴い、母子家庭等自立支援教育訓練給付金、母子家庭等高

等職業訓練促進給付金等、ひとり親家庭等日常生活支援事業等において、未

婚のひとり親について寡婦・寡夫控除がみなし適用されるよう改正されたた

め、周知を図る必要があります。

今後の事業方針

○ 税法上、不利な扱いとなる未婚の母・父について、保育所保育料などの寡

婦・寡夫控除のみなし適用を、引き続き実施していきます。

〇 国の制度改正、他市の実施例を注視しながら検討をしていきます。

実績






